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第 20 回 化学物質と環境円卓会議議事録 

 

■日時：平成 19 年 3 月 28 日（水） 9:30～12:30 

■場所：都市センターホテル オリオン 

■出席者：（敬称略） 

＜ゲスト＞ 

神谷 洋一 環境省環境保健部環境安全課 課長補佐 

伊坪 徳宏 武蔵工業大学 環境情報学部助教授 

産業技術総合研究所 LCA 手法研究チーム長 

上野 潔 国際連合大学 プログラム・アドバイザー 

＜市民＞ 

大沢 年一 日本生活協同組合連合会組織推進本部環境事業推進室長 

中下 裕子 ダイオキシン・環境ホルモン対策国民会議 事務局長 

村田 幸雄 （財）世界自然保護基金ジャパン シニア・オフィサー 

＜産業界＞ 

岩本 公宏 (社)日本化学工業協会 環境安全委員会委員 

永合 一雄 日本石鹸洗剤工業会 環境委員会委員 （大部一夫代理） 

瀬田 重敏 （社）日本化学工業協会 広報委員会顧問 

小澤 義一 （社）日本電機工業会 （社）電子情報技術産業協会 

  2005 年事業所関連化学物質対策専門委員会副委員長 

八谷 道紀 （社）日本自動車工業会 環境委員会・地球環境部部会長 

嵩 一成 日本チェーンストア協会環境委員 （小林珠江代理） 

＜行政＞ 

岩渕 準 愛知県環境部技監 

上田 博三 環境省環境保健部長 

佐々木 弥生 厚生労働省医薬食品局審査管理課化学物質安全対策室長 

   （黒川達夫代理） 

獅山 有邦 経済産業省製造産業局化学物質管理課長 （照井恵光代理） 

牧野 竹男 農林水産省大臣官房環境政策課 課長補佐 （吉田岳志代理） 
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＜学識経験者＞ 

北野 大 明治大学理工学部教授 

原科 幸彦 東京工業大学大学院総合理工学研究科教授 

（事務局） 

青木 龍哉 環境省環境保健部環境安全課長 

（欠席者） 

有田 芳子 主婦連合会 環境部長 

後藤 敏彦   環境監査研究会／サステナビリティ・コミュニケーションネットワーク

  代表幹事社会的責任投資フォーラム代表理事事務局長 

崎田 裕子 ジャーナリスト・環境カウンセラー 

角田 季美枝  バルディーズ研究会 運営委員 

甲賀 国男 (社)日本化学工業協会 LRI 科学タスクフォース委員 

安井 至    国際連合大学副学長 

 

■資料： 

○事務局が配布した資料 

資料１ 第３次環境基本計画における化学物質対策について（神谷さん発表資料）  

資料２ LCA における化学物質の評価（伊坪さん発表資料） 

資料３ 家電製品業界における LCA への取組み（上野さん発表資料） 

 

○事務局が配布した参考資料 

参考資料１ 第 19 回化学物質と環境円卓会議議事録*  

参考資料２ 化学物質と環境円卓会議リーフレット  

 

○円卓会議メンバーが配布した資料 

上田さん資料 かんたん化学物質ガイド「洗剤と化学物質」 

*メンバーのみに配布 
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■議事録 

 

１．開会 

 

（青木）   若干遅れておられる方もいらっしゃるようですが、時間となりましたので、開

催したいと思います。 

この化学物質と環境円卓会議でございますが、化学物質の環境リスクに関する情報を市

民、産業、行政、学識経験者間で共有し、相互理解を進めるために平成 13 年に設置された

ものでございます。前々回は埼玉県、今回は前回に引き続き東京都において開催すること

としております。 

本日は、北野さんに司会をお願いしてございますので、今後の進行につきましては、北

野さんにお願いいたします。 

 

（北野）   皆さん、おはようございます。ただいまから第 20 回化学物質と環境円卓会議

を始めたいと思います。 

振り返りますと、昨年 12 月 27 日に「地域連携に基づく環境教育」というテーマで、一

般向けの教育を含む、市民、産業、国の取組を御紹介いただき、議論を行いました。今回

は「第 3次環境基本計画における化学物質環境リスク対策について」をテーマに、第 3次

環境基本計画について化学物質対策の観点から御紹介いただき、次に「LCA とリスクコミ

ュニケーションについて」ということで、LCA に関する最近の動向や LCA によるリスクコ

ミュニケーションの事例を御紹介いただいて、その後に意見交換を行いたいと思っており

ます。 

これにあたりまして、本日は、環境省環境保健部環境安全課課長補佐の神谷洋一さん、

武蔵工業大学環境情報学部助教授／産業技術総合研究所 

LCA 手法研究チーム長の伊坪徳宏さん、国際連合大学プログラム・アドバイザーの上野潔

さん、この３人の方からそれぞれ質疑応答を含めて 25 分程度情報提供を行っていただき、

その後、休憩をはさんで、メンバー間での意見交換を行いたいと思います。 

それでは、議事に入ります前に、事務局から本日の出席状況等をお願いします。 

 

（青木）   本日の出席等の状況でございますが、まず、メンバーの交代はございません。 
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代理出席といたしまして、産業側で、大部さんに代わりまして永合さん、小林さんに代

わりまして嵩さんに御出席いただいております。 

行政側でございますが、黒川さんに代わりまして佐々木さん、吉田さんに代わりまして

牧野さん、照井さんに代わりまして獅山さんに御出席いただいております。 

また、崎田さん、後藤さん、角田さん、甲賀さん、安井さんが御欠席となっております。 

続きまして、資料の確認でございます。 

資料 1、2、3 は、本日発表いただきます神谷さん、伊坪さん、上野さんからの提供資料

でございます。 

参考資料 1は、前回、第 19 回の議事録でございます。これはメンバーのみの配布とさせ

ていただいておりますが、既にメンバーのチェックが終わりまして、環境省のホームペー

ジに掲載済みのものでございます。若干余部を入り口に置いておりますので、必要な方は

お持ち帰りいただければと思います。 

参考資料 2は、「化学物質と環境円卓会議」のリーフレットでございます。 

上田さん資料は、環境省で作っております「かんたん化学物質ガイド」でございます。 

これまでに「わたしたちの生活と化学物質」「乗り物と化学物質」の 2種類を作成してお

りましたが、今回、新たに「洗剤と化学物質」を作成いたしました。子供にも分かるよう

にできるだけビジュアルに、また、ふりがななども打ちまして作っております。今後は殺

虫剤の関係等を作っていく予定でございます。御覧いただければと思います。 

最後に、アンケート用紙を配布してございますので、本日の感想等について御記入いた

だいて、御参加された方は後ほどお帰りの際に御提出いただければ幸いでございます。 

以上でございます。 

 

２．議事 

 

（北野）   それでは、早速、議論に入りたいと思います。 

先ほど申し上げましたように、今日は、「第 3次環境基本計画における化学物質環境リス

ク対策について」と「LCA とリスクコミュニケーションについて」という 2 つの大きなテ

ーマで、第 3次環境基本計画における化学物質対策、LCA に関する最近の動向、LCA による

リスクコミュニケーションといった観点から議論したいと思います。 

会議冒頭にお話ししましたように、まず、3 人のゲストスピーカーの方にお話をいただ
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きます。それぞれの発表の後、5 分程度質疑応答の時間をとっております。そして 3 人の

説明が終わった後、休憩をはさんで、全体で議論したいと思っております。 

それでは、最初に環境省環境安全課の神谷さんからお願いします。 

 

[スライド-1] 

（神谷） 皆さん、おはようございます。環境省環境安全課の神谷でございます。 

本日は「第 3次環境基本計画における化学物質対策について」お話しさせていただく機

会をいただきましたので、御紹介したいと思います。 

[スライド-2] 

化学物質対策は、第3次環境基本計画においても重点分野の1つに取り上げられており、

非常に重きをおかれた分野となっております。その内容を中心に御紹介したいと思ってお

ります。話題としましては、基本計画における化学物質の環境リスク低減への取組につい

て、それから本日のメインの議題であります、ライフサイクル・アセスメントが第 3次環

境基本計画においてどのように位置づけられているか、さらに、基本計画を踏まえた今後

の化学物質環境対策の展開について、ということで御紹介致します。 

[スライド-3] 

「環境から拓く新たなゆたかさへの道」という副題が付いた第 3次環境基本計画は、昨

年の４月に閣議決定されたものでございます。そもそも環境基本計画は環境基本法の第 15

条にその根拠がございまして、「政府は、環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため、環境の保全に関する基本的な計画を定めなければならない」ということで、

政府の環境政策の総合的かつ長期的な施策の大綱という性格づけがされているものでござ

います。今回の基本計画は 3回目の基本計画となるわけですが、その構成は、「第一部 環

境の現状と環境政策の展開の方向」、「第二部 今四半世紀における環境政策の具体的な展

開」ということで、その中に重点分野を 10 個定めております。地球温暖化等々ございます

が、その 5番目に「化学物質の環境リスクの低減に向けた取組」が位置づけられておりま

す。それに加えて「環境保全施策の体系」ということで、その他の対策を網羅的に位置づ

けた上で、「計画の効果的実施」についてという定めがございます。 

[スライド-4] 

この中の重点分野政策プログラムの第 5節に「化学物質の環境リスクの低減に向けた取

組」というのがございまして、ここを詳しく見ていきたいと思います。構成でございます
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が、「現状と課題」「中期的な目標」「施策の基本的方向」「重点的取組事項」「取組推進に向

けた指標及び具体的な目標」から成っております。 

[スライド-5] 

「現状と課題」でございます。現状での化学物質の問題の背景としまして、非常に多種

多様の化学物質を使うことによって現在の暮らしが成り立っているという認識、化学物質

についてはその製造量の多さ・環境への排出や環境中での残留状況・有害性・残留性等々

の性質が極めて多様であること、化学物質の適切な管理として、化学物質に固有な有害性

の程度と人や生物へのばく露レベルを考慮し、環境を通じた人や生態系への悪影響の可能

性（環境リスク）をできるだけ少なくすることを基本とすること、環境リスクは完全には

解明されていないという前提に立つべきであること、管理に際しては不確実性の中で意思

決定が必要となることがある、といった事項が示されております。 

[スライド-6] 

これまでの環境基本計画においてどのような化学物質対策が位置づけられてきたか、少

し振り返ってみたいと思います。 

平成 6年の第 1次環境基本計画の中で化学物質の「環境リスク」という概念が初めて導

入されました。 

平成 12 年の第 2次環境基本計画においては、有害性とばく露を考慮した、規制と自主的

取組を組み合わせることによる環境リスクの低減ということが位置づけられました。その

後、「化学物質審査規制法」において、ばく露の観点や動植物保護の観点が導入されたこと、

PRTR（注、Pollutant Release and Transfer Register；化学物質排出移動量届出制度）届

出の運用が開始されたこと、「大気汚染防止法」に事業者の自主的取組を位置づけたこと、

有害大気汚染物質やダイオキシン類の対策に大きな成果をあげたこと等の具体的な対策の

進展があり、今回の基本計画に至ったわけでございます。しかし、化学物質の環境リスク

の低減のためにはなお課題が残っております。当面講じるべき措置としては、平成 19 年以

降に、現在審議をいただいている「化学物質排出把握管理促進法」（注、特定化学物質の環

境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律）の施行状況を検討して措置を

講じることがあります。これを「見直し」といっております。また、平成 21 年以降には、

化審法（注、化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律）についても同様の見直しを

行うこと、といった課題が具体的な日程に上ってきているところでございます。 

[スライド-7]  
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第 2次基本計画以降、取組の進展があった典型的な分野として、ダイオキシン類対策を

挙げさせていただいております。ダイオキシンについては、「ダイオキシン類対策特別措置

法」が平成 11 年にでき、廃棄物焼却炉等の排出の規制、廃棄物の減量化等の取組を強力に

進めた結果、97 年から 2003 年の間に排出量の 95％削減を達成するという成果が得られて

おります。 

[スライド-8] 

残る課題として、大きく 4つの課題が挙げられております。まず、有害性、ばく露、リ

スクに関する情報の不足。2 番目としては、化学物質の特性等に応じた様々な対策手法の

必要性ということで、具体的には、化学物質の多様な用途あるいは化学物質の製造から廃

棄に至るライフサイクルに対応した対策の必要性等があるということでございます。さら

に「安全」と「安心」のギャップがございます。これは具体的には、環境リスクについて

の情報の提供・共有が不十分であるために、こうしたギャップが生じ、国民の間に不安が

生じた様々な事象があったことを述べているものでございます。それから、国際的な課題

に対応する我が国からの情報発信が課題として位置づけられております。 

[スライド-9] 

それでは、この環境基本計画の中で中期的な目標としてどのような社会の姿を描いてい

るかをご紹介いたします。2025 年頃の社会、21 世紀の最初の四半世紀において達成したい

という目標でございます。1 つ目としては、化学物質の環境リスクの最小化が図られるこ

とが必要ということでございます。ここで「ライフサイクル」という言葉が出てきていま

すが、主要な物質の有害性・ばく露に関する必要な知見が、秘密情報に留意しながら、で

きる限り共有されて、科学的な環境リスクが評価される社会を目指すということ。 

2 番目は、予防の考え方でございます。深刻な影響や不可避な影響が懸念される問題に

ついては、科学的な確実性の欠如を対策延期の理由とせずに、必要に応じて機動的な対応

をすること。 

3 番目としては、消費者、事業者、民間団体、行政等の様々な主体が、環境リスクにつ

いての理解と相互の信頼を深め、自らの役割を自覚しながら行動を取ること。 

4 番目としては、国際協調をしながらの対策を進めること、といった大きな目標がござ

います。 

[スライド-10] 

具体的な内容になりますが、基本的な方向として 4 つの柱がございます。1 つ目は、科
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学的な環境リスク評価を推進すること。化学物質の有害性、ばく露、廃棄、残留実態、あ

らゆる面で化学物質に関する情報の不足がこの基本計画全体を貫くキーワードだろうと思

っております。そのような情報のギャップを埋めるための取組を推進することがございま

す。 

2 番目は、ライフサイクルにわたる環境リスクの最小化。人の健康及び生態系への影響

を未然防止すること。 

3 番目としては、得られた情報について関係者が共有し、信頼関係を高める。まさにこ

の場で取り上げているリスクコミュニケーションの促進あるいは情報公開、環境教育、人

材育成といったことの重要性。 

4 番目としては、国際的な化学物質管理に関する戦略的アプローチ(SAICM；Strategic 

Approach to International Chemicals Management)に沿って、国際的な観点に立った化学

物質管理を定めております。 

[スライド-11] 

この環境基本計画策定の背景として、以前、この円卓会議でも取り上げました SAICM の

採択という出来事がございます。これに関しては、2002 年に開かれた「国連持続可能な開

発に関する世界首脳会議（ヨハネスブルグサミット）の中で、今後の対策の指針として実

施計画が定められており、化学物質に関しては、2020 年までに化学物質の製造と使用によ

る人の健康と環境への悪影響を最小化するという目標が定められております。SAICM はそ

れを具体化するために、昨年ドバイで開催された「国際化学物質管理会議（ICCM；

International Conference on Chemicals Management）」の中で採択された文書でございま

す。 

SAICM は全体が 3 つの文書から構成され、その中の 1 つである「包括的方針戦略」の中

に具体的な方向性として、リスク削減、知識と情報、この中に化学物質のライフサイクル

を通じた管理のための情報を関係者に入手可能とするという考え方が示されております。

また、ガバナンス、特に途上国においての能力向上と技術協力等の対策の柱が示されてお

り、これを具体的に実施するための「世界行動計画」についても併せてこの場で議論が行

われております。今回の環境基本計画は、この SAICM を意識した構成により作られている

ことを念頭に置いていただければと思います。 

[スライド-12] 

基本計画に戻ります。重点的取組事項として、最初に「各主体に期待される役割」が位
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置づけられております。 

事業者においては、化学物質の製造、輸入、販売、使用、廃棄等を行う際に、関係法令

を遵守すること、自主的な環境リスク評価・管理あるいは住民との対話の実施、化学物質

や製品を安全に使用するための必要な情報を関係者が入手可能となるような積極的な取組

が求められるということでございます。 

国民においては、化学物質の環境リスクに関する的確な情報の入手と理解に努め、自ら 

の生活で使用する化学物質に関する環境への負荷の低減の取組を行うことが求められ、国

及び地方公共団体においては、人材育成、社会資本整備や各種の施策を通じて事業者・国

民の取組の基盤を整備すること、環境リスク低減のための制度の構築・運用といった基本

的な役割が期待されております。 

[スライド-13] 

これに基づいて 4つの対策、科学的なリスク評価の推進、効果的・効率的なリスク管理

の推進、リスクコミュニケーションの推進、国際的責務の履行と積極的対応ということで、

個別の具体的課題への対応が位置づけられております。 

リスク評価については、既存化学物質の安全性点検を加速化すること、生体試料モニタ

リング、製造量・使用量等のばく露情報の共有等が位置づけられております。 

効果的・効率的なリスク管理の推進という観点からは、製造・使用・排出の制限や自主

管理等の手法のベストミックス、有害物質の使用・排出抑制、より安全な物質への転換等

の自主的取組の支援等が位置づけられております。 

リスクコミュニケーションの推進としては、情報提供のための指針の作成、データベー

スの構築、人材の育成等が位置づけられております。 

さらに、国際的責務の履行と積極的対応ということでは、SAICM に沿った化学物質管理

の推進、我が国の経験を生かしたモニタリングの主導、各国の規制体系のうち参考になる

ものを導入するといった考え方が出ております。 

[スライド-14] 

ここで特に国際の関係でございますが、POPs 条約（注、残留性有機汚染物質に関するス

トックホルム条約；Stockholm convention on Persistent Organic Pollutants）の適切な

推進を掲げております。POPs 条約は、化学物質対策が国際化していることの 1つの典型的

な事例であり、成果でございます。これは毒性が高く、分解しにくく、生物中に蓄積され、

長距離移動する、という性質を持つ、POPs（注、Persistent Organic Pollutants）と呼ば
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れる残留性有機汚染物質について、世界的なレベルでの取組を進めるという条約で、2004

年 5 月に発効したものでございます。現在、12 の物質について対策を進めることになって

おり、各国は国内実施計画を策定すること、あるいはそれに基づいて POPs の廃絶や削減の

ための措置をとっていくことで、国際的に協調して対策を推進すること、モニタリングを

推進すること等の取組を進めているところでございます。我が国はこのような取組につい

ても積極的に貢献していくことにしております。 

[スライド-15] 

もう１つは GHS（注、Globally Harmonized System of Classification and Labelling 

of Chemicals；化学品の分類および表示に関する世界調和システム）でございますが、こ

れも化学物質対策の国際化の典型的な例でございます。化学物質の有害性に基づいた分類

と表示を国際的に統一したルールの下で実施していこうというもので、2003 年に GHS に関

する国連勧告が出ております。化学物質の表示の仕方については、このようなシンボルマ

ーク、注意喚起語を組み合わせた世界共通のルールでの情報の伝達を促進していこうとい

う内容のものでございます。 

[スライド-16] 

さらに、化学物質安全性データシート、これは企業間での化学物質のやりとりをする際

に添付する文書でございますが、この中に化学物質の性状や取り扱いに関する様々な情報

が含まれております。この記載方法についても統一的なルールで進めていこうという内容

となっております。 

[スライド-17] 

これらの取組を進める上で、指標と具体的な目標が定められております。これは実際に

どの程度進捗しているかを判断するために、できる限り数値化した目標を示し、基本計画

をフォローしていこうというものでございます。環境基準や指針値の達成状況、有害性情

報の収集を済ませた化学物質数、リスク評価を行った化学物質数、あるいは、PRTR データ

等を用いた化学物質の環境排出状況、これは特に基準が設けられている化学物質の環境排

出状況といったものを指標にしていこうということにしております。また、今後さらに

PRTR データ等を用いた排出インベントリの構築等の対策も目指していくことにしており

ます。 

以上が第 3次環境基本計画における化学物質分野の取組でございます。 

[スライド-18] 
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次に、本日のメインの議題のライフサイクル・アセスメント(LCA)が第 3次環境基本計画

においてどのように位置づけられているかを簡単に御紹介いたします。 

ライフサイクル・アセスメントの定義でございますが、基本計画の中では、原材料採取

から製造、流通、使用、廃棄に至るまでの製品の一生涯で、環境に与える影響を分析し、

総合評価する手法、製品の環境分析を定量的・総合的に行う点に特徴がある、という形で

紹介しております。 

[スライド-19] 

具体的に LCA という言葉は 3カ所出てまいります。1つは、重点分野施策の 7番目に「市

場において環境の価値が積極的に評価される仕組みづくり」がございます。この中で「市

場における環境に関する情報の共有」ということで、環境ラベリングなどの取組を紹介し

ているくだりの中に、「商品の環境への影響について、ライフサイクル・アセスメント(LCA)

の整備を進め、ラベリング制度などへの反映を図ります。」という記述がございます。 

それから、各種施策の展開の中に出てくるものとしましては、「調査研究、監視・観測等

の充実、適正な技術の振興等」という項の中に、「環境保全型の製品、技術などの開発、普

及に資するため、製品、技術などへの評価へライフサイクル・アセスメント(LCA)の導入を

進めるための仕組みを提示します。」という記述がございます。 

[スライド-20] 

さらに、「各主体の自主的積極的取組に対する支援施策」という中には、企業の取組を支

援する１つの分野として、「ライフサイクル・アセスメント(LCA)、社会・環境貢献緑地評

価システム（SEGES；Social and Environmental Green Evaluation System）などの手法に

ついて、事業者の実施状況を踏まえ、引き続き調査研究を進め、幅広い事業者への普及・

活用を図ります。」ということにしております。 

「ライフサイクルへの注目」という「アセスメント」が付かない言及では、先ほどの化

学物質分野の中でも、製造から廃棄に至る過程に留意した対策などのように様々な形で出

てまいります。そもそも第１次から続く環境基本計画の基本的考え方の中に「循環」、「共

生」、「参加」、「国際的取組」があり、「循環」が大きな柱になっておりますので、基本計画

において「ライフサイクル」に対しては常に注意を払って重点的な対策が行われているわ

けでございます。今回、特にこの 3カ所でライフサイクル・アセスメントを意識した取組

が位置づけられているわけでございます。 

[スライド-21] 
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最後に、第 3次環境基本計画を踏まえた今後の化学物質環境対策の展開についてご紹介

いたします。 

[スライド-22] 

今回定めた化学物質に関する基本計画の内容を今後どのように具体化していくかという

ことでございます。この重点取組 4分野の実施方法についての議論をいただくための中央

環境審議会への諮問を昨年 11 月に行っております。この中では、基本計画を踏まえた今後

の化学物質環境対策の在り方について御議論いただき、当面の取組として、法律に基づく

見直しが必要となっています化学物質排出把握管理促進法（化管法、PRTR 法）と化審法の、

特に化管法について見直しを進めることになってございます。 

[スライド-23] 

当面の日程としましては、中環審の中に小委員会を設置して議論を開始しており、今年

の 2月からは産業構造審議会との合同会合の形で、化管法について、見直しの議論を行っ

ていただいているところでございます。これに関しては、今年の夏頃、中間取りまとめを

いただく予定でございます。さらに、化審法も含めた化学物質対策の全体的な議論をこの

後行っていただくということを念頭に議論を進めていただいております。 

[スライド-24] 

以上が第 3次環境基本計画における「化学物質の環境リスクの低減」に関する取組の紹

介でございました。情報の不足ということを念頭に、これをいかに解消するかというアプ

ローチにより、4つの柱を軸に取組を進めていることでご理解いただければと思います。 

以上、雑駁でございますが、御説明とさせていただきます。ありがとうございました。 

 

（北野） 神谷さん、どうもありがとうございました。それでは、ただ今の発表につきま

して、特に今ここでクリアにしておきたいことがございましたら質問いただきましょうか。

原科さん、どうぞ。 

 

（原科）   どうもありがとうございました。これらの新しいルールの効果についてですが、

「我が国におけるダイオキシン類対策の進展」によって、97 年から 2003 年までの 6 年間

で約 1/20、5％まで減りました。随分効果があったわけですね。今の水準というのは、国

際的に見てどのような水準かということをもう一度確認しておきたい。私はかなり良いと

思いますがいかがでしょうか。 
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2 つ目は、POPs 条約のダイヤグラムがありますね。このような新しい様々なルールがで

きていくことは、世界的に様々な分野でありますが、環境分野では規制を強化する方向に

あると思います。よく経済分野で「規制緩和」といわれますが、安全・安心の分野では「規

制強化」というのが世界の流れだと思います。そのような理解でよろしいかどうかをお聞

きしたいと思います。 

 

（神谷） ダイオキシン類対策の世界との比較ということですが、基準のレベルとしては

世界的にトップレベルの基準値を設けているということと、排出量のレベルについても国

際的な比較の中で日本はかなり低い水準になってきているということでございます。現在、

その対策技術について、各国から様々な支援や貢献を求められている状況にあると私も理

解しております。 

次に、化学物質分野について規制強化の動きがあるか、ということでございますが、POPs

条約は、毒性、分解性、生物蓄積性、長距離移動という 4つの面において問題のある物質

について規制をしていくことについての国際的な合意でございます。このように化学物質

の有害性に関する情報の知見が集約され、どの物質に注目して規制を強化したら良いかと

いう合意ができてきたという意味が大きいと思います。すべての化学物質について規制強

化をするのではなく、優先順位の考え方ができてきているのだろうと思っております。こ

れ以外の物質についてどのような規制が必要になってくるのか、ということが今後の議論

の焦点だろうと思いますし、その前提として、これ以外の物質について、まずは情報の整

備が急がれる状況だと思っております。 

 

（原科） 10 年ほど前に、本学（東京工業大学）で「環境安全論」という講義を始めまし

た。これは全学科目ですから、１年生全員です。そのときはダイオキシンがものすごく多

く、国際比較しても非常に多いので、「これは困ったことだ」と話をしていたのですが、今

は違う。これだけ低くなっていますから、これは環境対策をすればそれなりの成果が上が

るという良い例だと思います。ぜひこういったことはもっと国民に強くアピールしていた

だき、コミュニケーションを促進していただきたいと思います。 

もう１つ、環境規制の方ですが、私の質問が悪かったと思いますが、直接規制だけでは

なくて、むしろこの場合は枠組み規制的なことです。例えば昨日、戦略的環境アセスメン

トのガイドラインができましたが、あれは枠組み規制ですね。ところが、発電所だけ外れ
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たのです。今朝の NHK ニュースでもやっていましたが、私も「発電所の適用除外はよくな

い」と申し上げました。発電所に関しては世界中で対象となっています。世界の流れに逆

行するようなことをやっており、これは残念なことです。それはこの会議での話題ではな

いのですが、ぜひ産業界の皆さんの御理解を得たいと思います。 

 

（北野）   では、中下さん。 

 

（中下）   「SAICM の構成」の中で、「包括的方針戦略」の中に基本的な考え方として「ガ

バナンス」という考え方が打ち出されていると思います。ところが、第 3次環境基本計画

を見ましても、相変わらず「リスクコミュニケーションの推進」という形にとどまってい

るのではないか。もちろんリスクコミュニケーションは大切ですが、それをさらに一歩進

めて、「ガバナンス」という考え方を日本の中でも導入していかなければ、国際的な SAICM

に合致しないのではないかと思います。この点について、環境基本計画の中で「ガバナン

ス」という言葉をどこかに使っておられるのか。環境基本計画を読んだ限り、そういう考

え方が展開されている箇所が確認できませんでしたが、どこに入れておられるのか御指摘

いただきたい。また、「ガバナンス」について、環境省ではどのような考えを持っておられ、

また、今後これを実施していくためにどのような対策が必要だとお考えなのか。以上をお

聞かせいただきたいと思います。 

 

（神谷） 「ガバナンス」が出てくる箇所は、私もこの場で明確に確認することはできま

せん。先ほど申し上げたとおり、環境基本計画の中で「参加」という考え方は、第 1次計

画から終始流れている考え方でございまして、国民参加の下に環境対策を進めるというこ

とは、今回の計画の中でもはっきり書いてあると思います。 

特に化学物質の分野の中でどのように進めるかについては、この円卓会議も参加型の取

組の 1つの典型だと思いますが、さらに一歩進めて、様々な意思決定を、様々な関係者、

ステークホルダーの方々の議論をもとに進めていくという基本方針は、今回の基本計画の

中でも、化学物質の分野においても、今後も変わらず進めていくことになろうかと思いま

す。 

 

（中下） 例えば POPs 条約の国内実施計画の時には、国側で準備された案についてパブコ



 15

メを、ものすごく短い、2 週間か 3 週間の期間で募集しておられた。それでパブコメを出

せと言われても難しい。SAICM も今度、国内実施計画を作られると思います。SAICM は膨大

な施策にわたることですから、国内実施計画の策定に当たって、意見を言わせるだけとい

うのではなく、もう少し中身の議論について参画をする、そのようなプロセスをぜひ準備

していただきたいと思います。 

 

（北野） 今回はこの講演内容の質問だけに限って、この後にまたそういう議論をしまし

ょうか。さらに参加を進めていくにはどのようにするかということで。村田さん。 

 

（村田）   「中長期的な目標」の最初の段落、「化学物質の環境リスクの最小化が図られ

ていることが確認できるよう、主要な物質の」と書いてありますが、この「主要」という

のは、どういう観点なのか。観点によって全然違ってくると思うので、その辺をもう少し

具体的に教えていただきたい。 

 

（神谷）   国内外で一番注目している指標としては、製造・輸入量がどうかということで

す。OECD（注、Organization for Economic Cooperation and Development；経済協力開発

機構）の HPV プログラム（注；高生産量化学物質プログラム。日米欧 3 極にて年間 1,000

トン以上（米国は 100 万ポンド以上）を生産及び輸入する既存化学物質に関し、有害性情

報・暴露情報を収集し、リスク評価を行うプログラム。HPV；High Production Volume 

Chemicals）や日本の化審法の「Japan チャレンジ」（注、官民連携既存化学物質安全性情

報収集・発信プログラム。化審法が制定された昭和 48 年の時点で製造・輸入されていた既

存化学物質の安全性情報を収集し、広く国民に情報発信するプログラム）などで行われて

いるように、ばく露の可能性を考慮して、特に製造・輸入量の多いものについての情報を

まず優先的に整備するというアプローチを行政ではとっているところでございます。 

 

（北野）   神谷さん、どうもありがとうございました。 

それでは、次の講演に移りたいと思います。武蔵工業大学環境情報学部助教授／産業技

術総合研究所 LCA 手法研究チーム長の伊坪さんから御発表をお願いします。 
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（伊坪） 

武蔵工大の伊坪といいます。このたびは大変貴重な場を御提供いただきましてありがと

うございます。 

[スライド-1] 

私自身は LCA を専門として 15 年目になります。その間 LCA の手順が ISO において国際規

格化され、産業界の中で様々な形で活用されるようになりました。これらの活動を通じて、

LCA がコミュニケーションツールとして定着してきたと考えております。LCA が化学物質の

評価にどの程度利用できるのか、といったことについて情報を御提供いただけないか、と

いうお誘いを頂きました。 

実は、今日この場をお借りして LCA における化学物質の動向について紹介することを引

き受けるかどうか若干躊躇いたしました。LCA 全般の動向について紹介するということな

らば、企業、産業界、学会における活動内容について様々な事例を紹介できると思います。

しかし、化学物質が対象になりますと、若干トーンを落とさざるを得ません。私自身 LCA

に対する思いがありますので、どうしても LCA に対して甘く見てしまいがちですが、今回

はなるべく一歩引いた立場で LCA における化学物質の評価の状況について御紹介したいと

思います。 

[スライド-2] 

化学物質の話に入る前に、前置きとして、まず、LCA の利用動向について御紹介致しま

す。これはよく紹介される事例ですが、例えばトヨタさんがプリウスを始め多くの車種を

対象とした LCA の結果をホームページで提供しております。赤く囲われている部分が LCA

の結果です。これをもう少し見やすくしたのがこちらに示します。 

[スライド-3] 

ここではハイブリッドカーを例として紹介します。ハイブリッドカーを使いますと、確

かに燃費の削減によって使用段階の環境負荷は下がることが期待できます。しかし、ハイ

ブリッドカーには、モーターや二次電池を新たにつくらないといけません。そのため、部

品の点数も増えるし、材料の消費量も増えます。これにより生産までの環境負荷は上がる

ものと考えられます。LCA 結果によれば、このような環境負荷の増分も認めながらも、主

要段階での環境負荷をより大きく削減することができれば、ライフサイクル全般で見て環

境負荷総量を削減できることを示すことができます。このように環境情報を定量的に表現

することで、よりわかりやすいコミュニケーションツールとして LCA が注目され、様々な
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業界において現在利用されています。 

[スライド-4] 

LCA の利用は、もちろん自動車だけではなく、接着剤、ノートパソコン、事務機器、さ

らにはおむつのような衛生品、さまざまなものに対して行われています。LCA 結果は、内

部の意思決定だけではなく、外部へのコミュニケーションという形でホームページや環境

報告書の中で取り上げられています。 

[スライド-5] 

外部に向けたコミュニケーションツールとして最近注目されているのは、環境ラベルで

す。環境ラベルは 3つの種類に分かれており、その中で LCA を基本としたラベルはタイプ

Ⅲです。これは産業環境管理協会が先導して進めており、500 を超える LCA の結果が環境

ラベルという形でインターネットを通じて公開されております。このような情報を見るこ

とによって、LCA の結果を非常に簡単に入手することができるという時代になってまいり

ました。 

[スライド-6] 

これまで LCA の基本的な動向についての紹介致しました。これからは、LCA の実際の流

れを１回整理した上で、化学物質の評価がどこまで LCA で行われているのかについて、事

例も含めながら御紹介したいと思います。 

まず、こちらに LCA の一般的な実施手順を示しました。目的・調査範囲の設定からイン

ベントリ分析、影響評価、解釈という形になっております。これは ISO（注、International 

Organization for Standardization；国際標準化機構）、国際規格の 14040 番において規定

されておりますので、LCA を行うすべての実施者は、このような流れで行うことになりま

す。 

具体的に得られる結果としては、「インベントリ分析」を通じ、環境負荷物質の重量もし

くは体積といった物理量を得ます。この環境負荷がどの環境問題にどの程度影響を及ぼす

かについて次の「インパクト評価」で分析します。一般的にはインベントリ分析により、

数十から数百の項目にわたる環境負荷物質が得られます。それだけでは結果の解釈が難し

いので、これを「環境影響」という視点でなるべくわかりやすい形で表現し直します。こ

れが「インパクト評価」です。その結果を受けて、「解釈」において重要な環境負荷やプロ

セスを抽出したり、データの見直しを行います。最後に、その結果を報告書にまとめます。 

このような流れを社会に定着させるためには2つのインフラが必要になります。1つは、



 18

インベントリのデータベースです。例えば、ある製品を評価するといったときには、鉄や

アルミなど様々な材料のほか、電力や燃料などのエネルギーが使われます。そのような部

分の評価は、最終製品をつくる人が評価するのはなく、データベースとして開示されてい

ると、非常に LCA を行う時間を短縮することができます。このようなインベントリデータ

ベースがどの程度そろっているのか、というのが LCA の普及に非常に重要な要件になって

きます。 

もう 1つは、インベントリデータをもとにして、環境影響を評価する手法があります。

この手法がしっかりと化学物質について評価ができていれば、化学物質の影響評価結果を

得ることができることになります。 

したがって、この 2 つの両輪がインフラとして整備されることが、LCA を実務者ベース

で円滑に進めていく上での非常に重要な要件となります。これからはこの「インベントリ」

と「影響評価」という 2つのインフラに注目しつつ、これらがどのレベルまで化学物質の

情報を提供しているのか御紹介していきたいと思います。 

まず初めにインベントリについて御紹介いたします。 

[スライド-7] 

日本のインベントリデータベースとして一番有名なものは、LCA 日本フォーラム（社団

法人産業環境管理協会 HP へ）です。こちらは経済産業省が主導で開発したデータベースで、

国内の企業が集結し、工業会が中心となってデータを作ったのが特徴です。また、このデ

ータベースはインターネットで公開されていて、会員登録していれば、データをいつでも

容易に入手することができます。 

[スライド-8] 

具体的には、ここで示す 54 の工業会が自主的に集めたデータが提供されています。これ

らすべてのデータを入手することができます。 

[スライド-9] 

インベントリデータベースは、LCA 日本フォーラム以外にも様々なところで提供されて

います。主なデータベースを 5 つ挙げました。LCA 日本フォーラムのデータベースは、工

業会による 300 品目のデータが搭載されています。特に工業会がオーソライズしていると

いうのは非常に重要なことで、利用する側が安心して使うことができます。それ以外に、

国立環境研究所が開発した 3EID（(独)国立環境研究所 HP へ）、韓国の LCA プロジェクト、

欧米のデータベースなどがありますが、それぞれ特徴が違っております。掲載されている
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品目数については、Ecoinvent は多いですが、他は数百品目であり、網羅性はほぼ同程度

であると思いますが、一方で、評価対象物質の種類という視点で見ますと、随分差がある

と言わざるを得ません。特に今回のテーマである化学物質になりますと、国内のデータベ

ースではまだ十分カバーできていないといわざるを得ません。 

一方で、LCA は化学物質について評価できないのかというと、決してそうではございま

せん。海外のインベントリデータベースは、普通に化学物質のデータについても入ってお

ります。具体的なイメージとして、例えばスイスの Ecoinvent のデータを御紹介致します。 

[スライド－未配布－] 

ここでは、鉄１kg を生産するまでの環境負荷について示します。一番左の部分に化学物

質の化学式があります。これらの物質について、環境負荷の最大値、平均値、最小値、SD

（標準偏差）について示されています。もちろんこの中には化学物質の量も含まれます。

例えばアンチモン、バリウム、ベリリウム、カドミウムなどのインベントリデータが出て

おります。鉄の場合は全部で 1000 項目に渡るデータが示されています。これもライセンス

を取っていれば、入手することは何ら問題なくできます。 

アメリカのほうでも同じようにデータベースが開発されております。カーネギーメロン

大学では 500 種類の環境負荷物質に関するデータが掲示されております。これもインター

ネットを通じて入手できます。 

この状況を概観しますと、インフラとしてのデータベースは、国内外でプライオリティ

が随分異なることがわかります。日本の場合は、工業会主導で行い、精度の高いデータを

得ることが重視され、その評価対象は、温室効果ガス、化石燃料、大気汚染物質が中心で

す。一方で欧米に目を向けますと、化学物質に対する関心もかなり高いのでしょうか、網

羅性を重視しています。その一方で、信頼性とか精度といった部分については、まだまだ

疑問が残るように思います。 

[スライド-10] 

次に、インパクト評価について説明します。インパクト評価は、環境負荷に対するデー

タを環境影響に置き換えるプロセスです。ISO14042 によれば、環境影響の評価を複数のス

テップに分けていますが、その中でもよく利用されるのは「特性化」、「被害評価」、「統合

化」の 3つのプロセスでございます。「特性化」は、環境問題レベルで潜在的な影響量を測

るというものです。「被害評価」は、エンドポイントレベルの潜在的な被害量を測ろうとい

うものです。「統合化」は、総合的な指標として単一指標を測るというプロセスです。この
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3 つのプロセスが主に LCA の事例研究では採用されます。ただ、その採用の仕方は実施者

の自由です。国際規格上では、特性化までの評価は必須要素ですので、必ず実施しなくて

はなりません。一方で被害評価と統合化のステップは、目的によって使っても使わなくて

も構わない、という仕組みになっております。 

この背景としましては、特性化は、環境問題ごとに結果が得られるという特徴があり、

10 項目ぐらいの結果が得られます。したがって、解釈が若干難しいというところはあるの

ですが、一方で、評価に使われるモデルやパラメータの数を少なくできるので、その分、

相対的には信頼性が高いと言われています。 

一方、統合化は、解釈はしやすい、1 つにまとめるというメリットはあるのですが、そ

の一方で、個人の価値観に基づいて単一指標化するため信頼性についてはまだまだ議論の

余地があると思います。 

どちらの特徴を重視するかは、評価者の自由ですので、評価者の目的に沿って、利用す

るプロセスを選んでくださいというのが国際規格のルールになっています。そして、その

ような多様なプロセスになるべく対応できるような手法を提供していくというのが手法提

供者の役割であろうと認識しております。 

[スライド-11] 

このような前提を置きまして、LCIA（ライフサイクルインパクトアセスメント）の評価

手法も様々な機関で開発されております。オランダ（CML）、デンマーク（EDIP）、米国（TRACI）

では、特性化までの評価手法を開発しています。一方で日本（LIME）、スウェーデン（EPS）、

オランダ（EI99）の手法は、統合化までを評価できるようにしており、評価手法開発側の

目的も大きく 2つに分かれております。このような評価手法の差異を認識した上で、実施

者はどの手法を採用するのか決めます。 

[スライド-12] 

インパクト評価において化学物質の評価はどこまで進んでいるのか整理しておきたいと

思います。先ほど紹介しました 2つのグループに分けますと、左の 2つの手法は特性化に

ついて評価するグループ、右の 2つの手法は特性化から統合化まで評価を行うグループで

す。特性化について絞ってみると、だいぶ共通認識に近づいていると思います。すなわち、

環境負荷物質が出たときに、大気中、あるいは水中の化学物質濃度がどのぐらい増えるの

かを評価するモデルでは、全ての手法がシンプルなボックスモデルを採用します。結果の

表示方法も、いずれもハザード比ベースで表します。 
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次に、特性化以外のステップ、例えば被害評価に注目します。健康影響を見るときには

損失余命を利用する点で、だいぶ合意に近づいているのですが、生態系に対する影響では、

絶滅リスクを求める手法もあれば、生物種の消失割合で求める手法もあり、なかなかまだ

合意に至っていません。統合化に至っては、まだ手法がそれぞれオリジナルの考え方を提

案している段階で、まだ国際的に十分な議論が行われていないのが現状であると認識して

おります。 

[スライド-13] 

次に、先ほど御紹介しました「特性化」と「被害評価」と「統合化」、この 3つのステッ

プの中で化学物質に対する評価をどのように行うかを簡単に御紹介したいと思います。 

まず初めに「特性化」では、有害化学物質に対する潜在的な影響をハザード比で評価す

ることを既に申し上げました。ここでは、摂取量と閾値を用います。 

摂取量の計算には、モデルを使って排出された物質が環境媒体にどの程度移動し、どの

程度ばく露量の増大に寄与するのかを求めます。閾値は、EPA、IRIS などで開発されてい

る指標を活用します。これらの比をとることで化学物質の特性化係数を求めます。 

閾値が小さく、ばく露効率が高い化学物質ほど有害性が高いという形になります。すべ

ての化学物質について、このような比を評価しておいて、基準物質の比をとれば特性化を

行うのに必要な係数を得られます。この結果をリスト化しておけば、これを使う人は、こ

のリストから化学物質を抽出し、自分のインベントリデータを掛けて足し算するだけで影

響評価の結果を得ることができます。 

[スライド-14] 

「特性化」では、化学物質に対する影響に特化した形での評価を行いますが、「被害評価」、

「統合化」では、環境影響の種類を超えて評価を行います。 

「被害評価」の場合には、例えば有害化学物質のばく露による健康影響を評価します。

一方でそれと並行して、例えば温暖化に対する熱ストレスやマラリアなどの環境影響も評

価されています。これらを同じ次元（健康影響の場合は損失余命）で評価することで、こ

れらの影響を足し合わせたり、比較したりすることが可能になります。 

化学物質を対象とした健康影響評価手法の開発の仕方は、ばく露量までの評価は同じモ

デルを使い、それに対する疾病リスクの増加を求めます。ここではドーズレスポンスの関

数を適用します。次に、リスクの増加量を損失余命に置き換えることで、排出から損失余

命までの関係付けを行うことができるようになります。 
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ただ、この評価にはまだまだ問題点がございます。発がん性の評価については、ある程

度網羅されたデータベースを使うことができるのですが、慢性疾患ではデータ整備がまだ

まだ不十分であるのが現状であると認識しています。 

[スライド-15] 

次に、「統合化」における評価手法について紹介します。ここでは、健康影響だけではな

く、化学物質による生物多様性への影響についても並行して評価を行います。その後、人

間健康や生物多様性などの間の重みづけを行ったり、経済評価を行うことでそれらの影響

を足し合わせることで、様々な環境影響を単一指標で表現する作業を行います。その中で

は、環境経済学で開発された手法をなるべく利用する手法が注目されています。この手法

を利用すると、最終結果をお金で表現することができます。この部分についてもまだまだ

環境経済学の中でもいろいろ議論されているところでございまして、我々は、このような

評価手法を活用して得られた結果について提示すると同時に、研究の進捗に応じて更新、

改善を行っております。 

[スライド-16] 

ここで紹介した係数に、自分で収集したインベントリデータを適用すれば、環境影響の

評価ができます。 

LCA の中での化学物質に対する評価について、簡単ではありますが今日は事例を御紹介

致します。 

化学物質を対象とした LCA における関心は大きく 2 つに分かれます。1 つは室内空気質

汚染です。建材、例えばホルムアルデヒドの排出を削減する／吸着する、このようなもの

についての評価を適切に LCA で評価したいというものです。もう１つの目的は、重金属を

取り扱ったものです。RoHS 指令（注、家電・電子機器における特定有害物質の使用の制限

に関する EU 指令）、ELV 指令（注、廃自動車に関する EU 指令）、この対応の中で化学物質、

特に重金属の排出削減に対する製品開発が盛んに行われております。しかし、LCA の評価

の中にこれらの影響が入ってこないと、せっかく有害物質の排出を削減しても、その環境

影響削減効果が定量できません。したがって、重金属を含めたインベントリデータや影響

評価手法を開発してほしいというのが、もう一つの関心事項であると認識しています。 

[スライド-17] 

現在はこのような手法開発も積極的に行われております。そのような中で 3月上旬に行

われた LCA 学会の中で、化学物質を含めた LCA 事例研究も幾つか発表がございました。そ
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の中から 2つほどピックアップして御紹介したいと思います。 

こちらはアロフェン系の調湿建材とビニールクロスの比較でございます。Case1 は、な

るべく微細な孔を制御してつくったタイルです。これを使いますと、湿度の調整ができる

ので、空調管理がよりしやすくなります。この材料は調湿と同時に、化学物質を吸着する

という特徴をもっております。これらを評価に含めた LCA を行いたいというのが目的です。 

[スライド-18] 

こちらに結果の一部を示します。例えばアロフェン系の調湿建材は、生産のときには、

加熱してタイルをつくりますので、その分エネルギーを多く消費します。よって、生産ま

での環境影響としては大きいのですが、使用段階においては VOC（注、volatile organic 

compounds；揮発性有機化合物）の吸着による環境影響削減効果が随分大きそうだという結

果になりました。今回は比較対象に塩ビ製のビニールクロスを挙げております。塩ビの材

料レベルの評価で見ますと、タイルよりも随分小さく出ております。問題となりうる場合

は、接着剤に、例えばホルムアルデヒドが溶媒として多く使われた場合です。微量ではあ

りますが、使用期間中に長期間かけて放出されます。室内ですとばく露効率が高いので、

それによる潜在的な影響量は大きいという結果です。 

ただ、これはあくまでもたった 1つのシナリオの結果です。今は接着剤メーカーも溶剤

の管理を進め、ホルムアルデヒドの含有量を非常に削減しております。最近は水溶剤や溶

媒を使わないものも利用されております。さらには、ライフスタイルで、例えば換気をよ

り多く行うことで、室内の化学物質の濃度を大きく削減することもできます。そのような

ものを併せて評価していきますと、このような環境影響も十分削減することができ、まだ

まだこういう新しい材料に競合することも可能ではないかと考えております。結果評価を

いかにして解釈していくのか、ということが重要であると併せて認識しております。 

[スライド-19] 

もう 1 つの事例としては、鉛フリーはんだです。これは RoHS の規制対象として注目され

た材料です。はんだは鉛が入っているということで、使用が全面的に規制されました。鉛

が入っていると売れないということで、日本企業は積極的に鉛フリーはんだの開発を行っ

てきましたが、これも問題があります。すなわち、鉛フリーはんだを使えば、当然、鉛の

使用が削減されるわけですから、鉛のばく露による健康影響は回避できます。その一方で、

鉛の代わりに使う銀、銅、スズの消費量が増えます。そうしますと、資源の採取という観

点ではむしろ悪化する可能性もあります。また、このような金属を製錬するときにはエネ
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ルギーの消費も増えます。そうすれば温暖化も加速される可能性があります。有害物質と

温暖化の両方の環境問題のトレードオフをどのように考えるのか、というのも 1つの目的

になってきました。 

[スライド-20] 

従来のはんだを使用した場合と鉛フリーはんだを使用した場合の LCIA の統合化の結果

です。従来はんだを利用しますと、その捨て方に応じて鉛の環境中への排出量が大きく変

わってしまいますので、結論が随分変わります。例えば廃棄された後の管理がしっかりや

られていないで、基板と一緒に燃やされてしまうと、鉛の大気中の排出量が増えますので、

それによる健康影響が増えてしまいます。一方で、鉛を使っていたにしても、しっかりと

適切に管理して、鉛が外へ出ないように埋め立て、浸出水からの鉛の排出もしっかり管理

すると、鉛の排出量は大きく削減できますので、環境影響自体も小さいという結果になり

ます。この結果によりますと、管理の仕方で、どちらの影響が大きいのかを結論すること

難しいということがわかりました。しかしながら、今は１％程度家電製品が不法投棄され

ております。不法投棄を考慮しますと、桁違いに鉛による環境影響は大きくなります。そ

ういうことを考えますと、予防原則の観点から、鉛フリーはんだを選定するということも

理解できます。 

いずれにしても、このような LCIA の結果というのは、評価結果を示すツールであって、

判断を支援するまでです。ですから、この結果からそのまま判断すべきではありません。

このような解釈をいかにして合理的に行うのか、というのが重要なポイントかと思ってお

ります。 

[スライド-21] 

次に、LCA とリスク評価の比較としてまとめたものを示します。リスクの場合は、1物質

を評価対象として予め選定し、その影響量がどの程度あり得るのか、これが危険であるの

か、ないのかといった形で評価を行うことが主な目的だと思います。一方で、LCA の場合

には、製品全体の環境影響をなるべく網羅的に見てやって、重要なプロセスや物質はどこ

にあるのかというのを抽出し、その重要なプロセスにおける環境負荷をより効果的に削減

するためのアプローチを見出していくことが目標になります。そういう意味では、利用者

は、製品の設計者、企業の方々もしくはそういう解釈をしたい消費者の方々になってきま

す。そうしますと、LCA 専門家の役割は、評価を自分が行うだけではなく、実施者の皆さ

んが簡便に、かつ信頼性ある形で評価できるようなインフラをつくっていくということに
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あると認識しています。このような点においてリスクと LCA は大きく違っていると考えま

す。 

[スライド-22] 

その一方で、今日御紹介したような LCIA の手法では、運命分析を利用していたり、ドー

ズレスポンスを利用していたりします。これらは全部リスクアセスメントの成果です。で

すから、今後は、リスクアセスメントの研究者と LCA の研究者の距離をいかに縮めていく

のか、ということが課題だろうと認識しております。例えば、ヨーロッパにおける LCA は

化学物質のデータが大分そろっておりますが、この背景には、SETAC（注、Society of 

Environmental Toxicology and Chemistry）という学会がございます。これは化学物質の

専門家が LCA に特化した形で集まったのが始まりです。これが現在の LCA 研究を牽引して

いることから、LCA で化学物質を含めて評価するのは普通のことと認識されています。日

本の場合は、エンジニアが中心に行ってきましたものですから、化学物質よりはエネルギ

ー、温暖化のほうに注目されたのかなと思っています。ただ、現在は LCA 学会も日本でで

きましたので、今後はこのような連携を深めていくことが重要であると思っています。 

LCA におけるインベントリ、影響評価の現状、化学物質の取り扱いについて、今日御紹

介致しました。 

実施者サイドにおける環境問題に対する偏重があり、国内の LCA は温暖化や資源に少し

重きが置かれているのかなと思われますが、一旦欧米を見れば、化学物質の評価は当然の

ように入ってくるわけで、このような世界的な動きも日本は見ていかなければならないと

思っております。 

最後に、今日申し上げませんでしたが、重要なこととしまして LCA の結果には不確実性

があることが挙げられます。不確実性をきちんと考慮に入れないといけないということは、

もう 10 年以上前から言われているのですが、なかなかうまくいっていません。現在は、代

表値のみであっても、モデルを作る、データを作ることを第一としておりました。この議

論をいかに進めていくのかということが、今後の課題になってくるであろうと思っており

ます。 

以上、LCA の概況と化学物質における課題について併せて御紹介させていただきました。

御静聴ありがとうございました。 

（北野）   伊坪さん、ありがとうございました。 

今の御発表について御質問がございましたらお受けします。佐々木さん、どうぞ。 
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（佐々木） 人の健康の影響評価のところで、発がん性についてデータベースがあるとい

うお話でしたが、具体的な例でいえば発がん性のデータが、投与・ばく露経路別なのか、

試験結果の信頼性・適用範囲についていえば、人への発がんがはっきりしているもの、そ

うでないものなど様々な段階があると思います。そのようなところが考慮されたものかど

うか。というのは、結局、そこがきちんと対応されていないと、リスクアセスメントの結

果と LCA の結果とがすごく乖離してしまうのではないかという気がいたします。 

 

（伊坪） ありがとうございます。リスクアセスメントと LCA の統合、あるいは、比較の

議論は、アメリカやヨーロッパではよく行われております、最近、日本の LCA 学会でもそ

のような形のアプローチが増えてきております。今後そういう議論は増えてくるだろうと

認識しております。実際に調整がとれているのかは、今後の議論になろうと思いますが、

少なくとも、例えば IRIS（注、Integrated Risk Information System。米国環境保護庁(EPA)

により作成され維持されているデータベース。環境中の様々な化学物質への暴露から起こ

るヒトの健康影響についての情報が収載されている）や IARC（注、International Agency 

for Research on Cancer；国際がん研究機関）のような国際機関が出しているユニットリ

スクのデータをリスクアセスメントでも LCA でも用いることができる状況にあると思いま

す。厳密な言い方をすれば、例えば人種によって違うといったものもありますが、そのよ

うな違いは、ある程度仮定として認めれば、データベースとしては、共有できるでしょう。 

一方で、ばく露までの評価は、LCA はだいぶ粗いモデルが利用されています。なぜなら、

LCA の目的は、なるべく網羅的に見たいというところがあり、その中でどの物質が重要か

をプライオリティづけしていくということに、一番の重要性を見出しています。リスクア

セスメントは、１個の物質について注目して、排出された場所から詳細に見ていこうとい

うことになりますが、LCA では排出地点を特定しないボックスモデルが使われます。その

一方で、なるべく多くの物質を見ることにより、重要なのに評価に入っていないという状

況をなるべく回避することが LCA の目的です。その目的の違いによって、結果としてはだ

いぶ違うこともケース・バイ・ケースであり得ると思います。 

（北野）   ありがとうございました。では、岩本さん、どうぞ。 

 

（岩本）   佐々木さんの質問にもちょっと関連するのですが、実は私は素材産業側として、
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10 数年前から LCI（注、Life Cycle Inventory；ライフサイクルインベントリ）など、デ

ータをお出しする側として様々なことをやっておりました。当時から「CO2 だけじゃない」

という意識は持っていました。当時やった結果、塩ビは LCA 的に見れば、すばらしい材料

だと思い込んでいたのですが、今、データをお聞きして「塩ビクロスは随分問題だ」と思

いました。この場合、ホルムアルデヒドのばく露をどう評価するのかというのが、最後に

人間の有害性を評価するときには大きな問題になるだろうと思います。環境省さん、ある

いは、厚生労働省さんで、室内で塩ビクロスを貼って、様々な化学物質を分析されていて、

指針値の 2桁ぐらい低いという状況から見れば、ほとんど人にリスクがないというデータ

なども出ていたと私は記憶しております。これらのことと「随分粗い」とおっしゃったば

く露評価、それをどうこれからリンクしていくかということではないかと思います。見る

側から見ると、「これはやばいな」という受け止め方になると思います。 

 

（北野）   その辺はこの後の総合討論でしましょうか。だいぶ時間が押していますので、

伊坪先生の御説明内容についての疑問点だけお願いします。 

 

（原科） 「主なインベントリデータベース」のリストについて、これらはいつできたので

しょうか。というのは、先ほどの御説明で、日本が非常に少ない理由は目的が違うから少

なかったのだと理解しましたが、最初お聞きしたときは、まだ始まったばかりだから少な

いのかと思いました。そのような誤解をしてしまうと思いますので、作られたタイミング

を教えていただければありがたいです。 

 

（伊坪） LCA 日本フォーラムは、LCA 第１期プロジェクトの終了と同時に出ましたので、

2003 年です。これから継続的に更新、修正、追加作業を行っております。Ecoinvent は毎

年更新されておりますので、2006 年のデータが一番新しいです。 

 

（原科）   Ecoinvent については、最初は何年ぐらいに作られたのですか。 

 

（伊坪） Ecoinvent はスイスの研究所のデータベースを集約したものですが、その各研究

所のデータベースについては 90 年代の後半から出ています。それを集約したというのが

2000 年です。 
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（原科）   そうすると、そういう歴史の違いもあるわけですね。 

 

（伊坪）   あります。 

 

（北野）   では、恐縮ですが、時間が押していますので、次に、国際連合大学の上野さん

から御発表いただきたいと思います。お願いします。 

 

（上野） 御紹介ありがとうございます。上野でございます。 

[スライド-1] 

LCA は、研究のレベルも結構あり、まだまだ大変だということが伊坪先生の発表からわ

かります。私は今、国際連合大学で学術の方ですが、長い間、産業界におりまして、1992

年ぐらいから主として電機・電子産業で LCA の普及に努めてまいりました。ですから、LCA

がこういう会議で議論されるのは大変うれしいことだと思います。 

お手元には「配布用」と書いてある資料があると思います。今日は、講演用のパワーポ

イントを使用してお話します。どこが違うかというと、企業の LCA データというのは、了

解を得ないと公表できないもので、ここでお見せするのは、了解を得てないということで

す。 

パワーポイントは 45～46 枚あります。ここで全て話すと、3時間ぐらいかかるので、ス

キップします。ただ、パワーポイントは結構情報として面白いので、後で見ていただき、

これはおかしいとか、これは感心したとか、感動したとか、ぜひ言ってください。 

[スライド-2] 

LCA の話、産業界の LCA について話して欲しいと依頼されておりますので、こんなにや

っているというデータ、さらに、RoHS に対してどういう対応をしたのかについても少し入

っています。 

環境適合設計(DfE；Design for Environment)、これは今大変な話題になっており、私は、

第 1 世代～第 3 世代まで分類しているのですが、LCA の適用というのは、第 3 世代だと思

っています。そういう意味でいうと、今、日本の産業界、これは主として電機・電子産業、

自動車も含めてですが、第 3世代の DfE に入っていると言っても良いと思います。 

[スライド-3] 
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では、どのぐらい LCA が導入されているかというと、これは家電製品協会の製品アセス

メントマニュアルの歴史ですが、最初に出たのは 1991 年です。まだまだ机の上で議論する

段階でした。今では第 4 版まで改訂されていますけれども、LCA の導入というのは、2001

年に既に環境適合設計のアセスメントマニュアルに書かれています。これは業界のマニュ

アルですから、これを受けて、各会社は、それぞれ会社の特徴に応じて LCA を導入してき

ているということになっています。 

[スライド-4] 

これは家電製品協会のマニュアルです。 

[スライド-5] 

具体的には全部で 14 項目の製品アセスメントの項目があります。順番として最後の 14

番目にライフサイクル・アセスメントが、第４版では入っています。これを各業界、各会

社はそれぞれ具体的化しているわけです。 

[スライド-6] 

これは、ある会社の製品アセスメントシートの例です。勘定すると、100 項目以上のチ

ェック項目がありまして、各工場でこのようなチェックを全てするわけです。現在、資源

有効利用促進法という法律に基づいて、決められた製品については全てこのようなチェッ

クをして社外に出す、商品にしているという状況です。 

さらに、5 年間保管することになっているので、あの冷蔵庫は、どうやって製品アセス

メントをやったのかというチェックを、行政が過去に遡ってできることになっています。

世界ではやっていませんが要するに、わが国は LCA を相当やっているのです。 

[スライド-7] 

もう 1 つ、家電リサイクル法ができて大きなブレークスルーが起きています。今日は時

間の関係で省略しますが、こういうことが行われているのです。 

[スライド-8] 

各会社で LCA の社内教育が随分古くから行われています。 

[スライド-9] 

例えば、これは、使っているパソコンが皆 CRT タイプであることから、随分前の写真で

あると分かります。今、会社のパソコンはみんな液晶になっていますから、相当古くから

LCA の実習を各社でやっていることが分かります。つまり、この会社の工場には必ず LCA

のキーマンがいるということ、そのぐらいのレベルになっているのです。 
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[スライド-10] 

ここでちょっと話題が変わって RoHS 対応の話になります。 

[スライド-11] 

これは去年の４月にイギリスで講演されたのものですが、RoHS 規制を作って一番困って

いるのがヨーロッパではないかという気がします。なぜならば、日本の企業は大部分が

RoHS 対応にしてしまったのです。 

[スライド-12] 

日本も負けてはいません。同じ時期に J-MOSS（注、RoHS 対象 6 物質含有についての表示

方法を規定した JIS 規格の通称）をスタートさせています。これは JIS ですから強制力は

ありませんが効果はすごいものです。資源有効利用促進法では、日本に上市される海外の

製品にもこの規格を適用しているのです。 

[スライド-13] 

化学物質規制で何が起こったかというと、「知りませんでした」「わかりません」「相手が

教えてくれない」「コストがかかるのでやっていません」ということが世界的に許されなく

なったことです。最後に書いてある「マイノリティー保護」という考えかたは消えてしま

いました。OECD ではマイノリティー保護を非常に強調しています。特に環境規制でやたら

に厳しいことをマイノリティーに要求してはいけない。それは大企業がきちんと保護しな

ければいけないという内容です。ところが、現実に組み立て産業というのは、小さい会社

から部品を買うわけですから、サプライチェーン・マネジメントが世界的にものすごく進

んでいます。そういう意味でいうと、マイノリティー保護が化学物質規制のために事実上

消えてしまったのです。 

RoHS 規制が始まろうとしているときに、電機業界は何をやったかというと、まず中国か

ら部品を買うのをやめようと考えました。中国の部品は徹底的にチェックしないと危ない

からです。今は違います。中国は RoHS 規制に対して、中国版 RoHS を作ろうとしています。

中国政府は、中国企業に対して RoHS 規制をクリアできるように徹底して指導します、と言

っています。商売のために RoHS 規制をやるのです。だから、今後は安心して中国からも部

品を買うことができるでしょう。 

アメリカは RoHS 規制に対して徹底して反対しました。ところが、アメリカの部品メーカ

ーは、「当社の部品は RoHS 規制対応品です」とインターネットで売り込んでいます。ある

規制が起こると、日本の産業、世界の産業は、それをクリアする努力をします。そういう
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意味では、やはり規制というのは影響が大きいと言えます。 

[スライド-14] 

これは、ある会社の ROHS 対応 10 段階チェックの事例です。RoHS 規制で一回引っかかっ

たら、その会社は倒産するぐらい被害を受けますから、ものすごいサプライチェーン・マ

ネジメントをやっているのです。 

[スライド-15] 

今、産業界はどうなったか。RoHS 規制で困ったという話を聞きますが、違います。RoHS

規制のおかげで品質がすごくよくなったと思います。例えば、はんだ付けはすでに枯れた

技術なのですが、世界に冠たる生産技術を誇る日本の企業ですから、RoHS 規制によって改

めてはんだ付けを全部見直したのです。おかげで、はんだ付けの信頼性がぐんと上がって

います。ただし、鉛フリーはんだによって、確かに鉛はなくなったけれども、本当に製品

が環境によくなったのか、これは LCA を使って議論しなければいけないと思います。 

ROHS 規制によって設計部門の人が化学物質を考えざるを得なくなりました。冒頭、神谷

さんがおっしゃったように、PRTR や MSDS（注、Material Safety Data Sheet；化学物質安

全性データシート）は大事だけれども、本当に図面を描いている設計者が、化学物質につ

いて、例えば、本当に部品にカドミウムが入っているかどうか、そういう考えをするよう

になりサプライチェーン・マネジメントのことを考えるようになりました。化学物質規制

は、設計管理が行き届いたという意味でよかったと私は思います。 

[スライド-16] 

もう１つ、LCA がどんなに日本に普及しているかを示します。これはだいぶ前の大学入

試問題です。タイのチュラロンコン大学の先生に話したのですが、国民に普及させる一番

良い方法は、一流大学が入試問題に出すことです。大学入試に LCA が出るということは、

その翌年から高校生、予備校の先生、お母さん、みんなが LCA を勉強するようになります。

ですから、今、日本はたぶん世界で一番「LCA」という言葉を知っている国民になったので

す。 

[スライド-17] 

先ほど、伊坪先生から話がありましたが、2000 年に電機工業会は冷蔵庫の製品アセスメ

ントの事例を出しています。 

[スライド－未配布－] 

これはお手元にお配りしておりませんが、冷蔵庫ぐらいになると、部品点数が多いです
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から、本気で LCA をやると、膨大なフローを作る必要があります。フローがない LCA とい

うのはごまかしです。 

[スライド－未配布－] 

先ほどは 2000 点ぐらい部品が出てきましたけれども、冷蔵庫に使っているすべての部品

の材料を洗い出して LCA をするのです。これをやらないと LCA になりません。それを電機

業界はやりました。 

[スライド-18] 

エコリーフは省略します。 

[スライド-19] 

今、JEITA（注、Japan Electronics and Information Technology Industries Association；

(社)電子情報技術産業協会）とか JEMA（The Japan Electrical Manufacturers' 

Association；日本電機工業会）も様々な環境情報公開を行っています。 

[スライド-20] 

GPN（注、Green Purchasing Network；グリーン購入ネットワーク）もやっています。 

[スライド-22] 

家電製品協会がウェブサイトで製品アセスメント事例を公開しています。特に我が社の

これは良いですということを公開しているのです。その中に、14 番目に LCA が入っていま

す。ですから、各社みんな LCA をやっているのですが、公開はしていません。公開しない

かは後で話します。 

[スライド-33] 

ネガティブ情報という言葉があります。LCA は、科学的な環境評価手法です。逆にいう

と、ネガティブ情報も入っているのです。さっき伊坪先生がおっしゃいましたが、様々な

項目があるので、企業によっては出したくない項目もあります。なぜか。日本はまだまだ

ネガティブ情報を評価する社会になっていないからです。ここにいらっしゃる方は意識が

高いから、ネガティブ情報も評価されますが、でもやはり難しい。 

アメリカのＮＡＳＡ(航空宇宙局)はなぜすばらしいかというと、不良品の多い会社の製

品は信頼できるとしている点です。「当社の製品は全く不良品ありません」という会社は信

用しないのです。なぜか。ネガティブ情報をたくさん出すところは信用できるのです。LCA

は先ほど 10 数項目と言いましたが、様々な項目を評価するのです。CO2 だけではない、化

学物質だけではない、様々な項目を評価して出すのが LCA です。 
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[スライド-25] 

いろいろな項目をトレードオフしながら製品をつくっていくのが設計者です。LCA もそ

うです。 

[スライド-27] 

例えば、難燃材は「とんでもない」と言われます。私もそう思いますが、しかし、現実

にスウェーデンのテレビとアメリカのテレビでは 100 倍ぐらい火災発生率が違うというデ

ータが公開されています。ここは設計者のトレードオフといえます。火事で人が死ぬより

も環境のほうが大事か。いや、やはり環境が大事だ。使い方によるのです。ある物質を制

限すると、違うものが出てくる。モグラ叩きです。こっちを抑えれば、こっちが出てくる。

様々なことがあります。LCA はそこを総合的に評価できます。 

[スライド-28] 

LCA は科学的なトレードオフです。判断を誰に求めるか、ここがポイントです。LCA をや

りました。その判断を企業に求めるのか、行政に求めるのか、あるいは学者か、NPO か専

門家か、ここが大きなポイントです。同じ LCA の結果でも人によって、あるいは地域によ

って、国によって、時代によって評価が変わるのです。 

[スライド-29] 

「１グラムと１センチメートルはどちらが甘いですか？」という質問をよくするのです

が、答えられませんよね。次元が違うことを聞いているからです。LCA は、ある意味で同

じです。有害化学物質削減と資源枯渇は、あなたはどっちが大事だと思いますか。「両方大

事です」では答えになりません。物をつくる人はどちらかトレードオフしなければならな

い。「でも、やっぱりこっちのほうがもっと重要です。こっちを重視してください」「わか

りました。では、そういうものをつくりましょう。その代わり、何が起こるかわからない」、

化学物質規制というのはそういうことが起こりうるのです。 

[スライド-30] 

例えば１～12 まで評価項目があるのですが、冷蔵庫を例にとると、「良い冷蔵庫と悪い

冷蔵庫、エコマーク１個で評価してください」と言う人がいます。「いや、なかなか１個で

評価するのは難しい」「では、LCA をやってください」。冷蔵庫で LCA をやると、様々な項

目が出ます。会社によっても違うのですが、それを１つのマークで示すのは難しいのです。 

[スライド-31] 

LCA の一番恐いところは、さっき伊坪先生はあえてお出しになったのだと思いますが、
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グラフだけを出すと、そのグラフを見て判断されます。「塩ビのクロスってこんなに危ない

のか」と思う人が出てきてしまうのです。そうではない。非常に深い解析をやって、様々

な分析をする。例えば、はんだは 3種類のやり方があります。リフロー、フロー、はんだ

ごてでやる手はんだ、全然違います。それから、はんだに使うフラックスがあります。そ

のことについては誰も考えません。鉛フリーはんだにすると、融点が 20℃上がります。地

球温暖化で騒いでいるのに融点が 20℃も上がって良いのか、こういう問題もあります。「鉛

フリーはんだで鉛がなくなった、よかった」というわけではありません。なおかつ、今日、

行政の方も、自動車工業会の方もいらっしゃいますが、例えば日本では鉛蓄電池として鉛

を約 170 トン使っています。鉛はんだに使っている鉛は約 17 トンです。そして、17 トン

のうち、家電リサイクルによって、半分が回収されている。つまり、一番大事なのは、コ

ントロール出来るか出来ないか、そこにポイントがあるのではないかという気します。LCA

もその辺りの評価が必要なのです。 

[スライド-32] 

これは省エネラベルです。日本は世界に冠たる省エネ大国です。最近、LCA を使って省

エネを表現する事例が結構多いのですが、これは LCCO2 で LCA ではありません。ライフサ

イクルを考慮した製品の CO2 を表現しているにすぎないのです。LCA の結果、省エネにな

りましたというのは正しくないと思います。 

[スライド-34] 

多くの項目のうちの１つだけを見ていませんか？結果としては、情報のマトリックスで、

様々な情報があります。しかし、こんなに多くを開示してしまったら、消費者も困るから、

マーク１個で表現してくださいという要求です。それも分かるけれども、あらゆる情報を

見て判断するのが LCA です。 

[スライド-35,36] 

これは繰り返しになりますが、様々な項目があります。どれを見ますか。全体を見ます

というと、甘いのと辛いのとどっちが好きですか、人によって違ってきます。だから、LCA

の統合化というと、反対する人がいます。それはいかがわしいところがあると考えるから

です。アンケート手法の場合、例えば中国の港湾労働者と中国のレストランで働いている

人と山奥の人にインタビューしたら、全然違う答えを出してくるでしょう。ツバルの人も

違うし、アラスカの人も違う。専門家も違う。そのようなことを聞いて統合化をすると、

「やっぱりちょっといかがわしい」というのが率直な感じです。したがって、正しいのは
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ライフサイクルインベントリ（LCI）までだと思います。 

[スライド-37] 

結論としては、多様な自己判断が必要ということです。LCA は青い鳥ではありません。

LCA もすごく普及し、現在、日本の会社が LCA をやりたいと思ったら、20 万円ほどで立派

なソフトを購入できます。データを入れると、答えが出てきます。どんなデータを入れた

かということを照査しないと、非常にいかがわしい LCA が増えてきます。日本の企業は非

常にまじめなので、まじめに LCA をやると思います。「第三者の評価を得たか、見せて下さ

い」と言えば、おそらく見せてくれると思いますが、そうでない LCA もありうるというこ

とです。 

[スライド-38] 

危険な LCA としては、恣意的な LCA があります。1970 年代に、自分の都合の良い範囲だ

けを評価して、こんなに環境に良いのだという宣伝をする恣意的な LCA がありました。 

それから、範囲が限定的な LCA も危険です。廃棄段階はわからないので、自社の工場の

中だけの LCA をやりました。このようなものは非常に危ない。 

1 つの判断材料として、フロー図がない LCA は信用できません。今日は時間の関係で、

伊坪先生はグラフだけを出されましたが、グラフだけしか出さない LCA は本当は危ない。

正しいかもしれないが、おそらくごまかしもあると思います。 

また、他社と比較する LCA は危ない。自分がつくっている製品だから、自分の会社の負

荷は分かります。しかし、なぜ他社の製品のことが分かるのでしょうか。分かるはずがあ

りません。第三者が本当に分解してやるのなら、製品としての負荷は分かります。しかし、

製造工程まではわからないはずです。LCA を行うには、本当に正直にすべてを出さないと

わからないのです。しかし正直に出す場合は、ネガティブ情報が入るので、ネガティブな

情報でも評価する人が増えなければ、LCA を評価する成熟した社会にはならないと私は思

います。 

[スライド－未配布－] 

これはだいぶ古い例ですが、冷蔵庫の LCA です。ある会社の製造工程を見たものです。 

私は LCA をこう言って設計者に勧めています。「今まではコストが安くなった、時間が短

くなった、それだけだけだった。でも、違う。自分の工場の中だけで、公開しなくて良い

から、どういう製造工程だとその冷蔵庫の環境負荷が低くなるのか、その評価に使いなさ

い」。これは評価に使った例なのです。冷蔵庫はやはり使用段階の負荷が高いことがわかり
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ます。だから、省エネ設計をしっかりやろうという結論になりました。 

[スライド－未配布－] 

これもちょっと古いデータですが、携帯電話は製造段階の負荷が意外に高く、使用段階

は低いことがわかりました。電気製品は使用段階の環境負荷がほとんどだ言われますが、

それは間違っています。携帯電話などを見ると、やはり製造段階の環境負荷も高い。意外

なことに取扱説明書の環境負荷が高い。今はだいぶ少なくなっていますが、昔は電話帳み

たいな取説が付いてきました。LCA でこういったことでわかってきます。設計者が理解す

るのです。 

[スライド－未配布－] 

これはオーディオの LCA です。オーディオは使用段階の環境負荷も結構大きい。でもや

はり製造段階の負荷が大きいです。このデータをなぜ公開しないのかとメーカーの人に聞

くと、電子部品がたくさんあるが、その LCA データがない。だから、推定せざるを得ない。

そうすると、本当の LCA ではない。だから公開できない。かつ、今日は自動車産業の方が

いらっしゃいますが、カーオーディオをつくっている人のお客さんは自動車メーカーです。

「自動車メーカーが出してよい」と言わないと出せない。そういうこともあります。 

[スライド－未配布－] 

半導体の LCA です。これは製造している人でないとわからない。半導体の環境負荷は結

構高いのです。今日、私は答えを持っていませんが、液晶と PDP（注、プラズマディスプ

レイ）とどちらが環境負荷が高いのか、LCA をやれば、たぶん答えが出てくるでしょう。

なぜ公表しないのかというと、それはある会社のある工場のデータにすぎないからです。

これを公表し「当社の液晶はこんなに環境負荷が低いです」と言ったら、たぶん他社から

クレームが来るでしょう。だから公開しないのです。しかし、設計者はこれを見て設計を

しています。 

[スライド－未配布－] 

これはついこの間、LCA 学会で公開されたもので、混合プラスチックをどうやってリサ

イクルしたら良いかを検討したものです。燃してサーマルリサイクルするのが良いか、ケ

ミカルリサイクルが良いか、マテリアルリサイクルが良いか。今、日本の家電業界はマテ

リアルリサイクルを一生懸命やっていますが、こういうことも LCA をやると答えが出てく

るのです。ただし、ある条件下で結果が出てくるということで、それが全てではないので

す。 
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[スライド－未配布－] 

ある有名な会社のネガティブ情報の例です。これは「法令に違反した」、「何を垂れ流し

た」などのネガティブ情報です。今後は LCA データを出して、これはネガティブ情報です

から、良いことばかりではありませんが、そのようなことを皆さんが評価しないと、おそ

らく LCA は普及しないと思います。 

[スライド-40] 

まとめは省略しますが、2番目が結構大事です。LCA はやれば誰でも結果が出てしまいま

す。これが LCA の一番恐いところです。入試のおかげで日本中が LCA を知っていますが、

決して LCA は青い鳥ではありません。RoHS 規制によって、中小企業保護（途上国保護）政

策は世界中からなくなりました。自分がつぶれてしまうから保護できないのです。最後に、

日本だけのローカル規制は日本だけが弱くなります。RoHS 規制によって日本は強くなりま

した。グローバル化の時代ですから、競争はイーブンでなければいけない、というのが私

の結論です。 

 

（北野）   どうもありがとうございました。 

それでは、5 分程度、今の上野さんの御発表について御質問がありましたらお受けした

いと思います。獅山さん、どうぞ。 

 

（獅山） 大変立派な、また、示唆的な講演だったと思いますが、１点だけお願いいたし

ます。LCA の事例紹介のグラフの縦軸にポイントというのがあります。単位は非常に重要

だと思いますが、その意味がなかなかわからない。どう解釈すれば良いのかを教えていた

だけたらありがたいと思います。 

 

（上野）   今の質問は伊坪先生からのほうが良いですね。エコポイントの話。 

 

（伊坪） 統合化の結果ですが、たぶん後でまたディスカッションのポイントになるかと

思います。簡単に言いますと、エコポイントはスイスで開発された方法で、考え方として

は、環境影響の現在のフローと目標のフローを設定しておいて、目標と現状との乖離が大

きければ大きいほど高い重みづけを設定します。これを用いて環境影響を無次元化してし

まうという方法です。基本的には、1995 年ぐらいまではこのようなアプローチが多かった
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のですが、LCIA の研究の中でも非常に批判にさらされました。それ以降 LCIA 手法の開発

研究が、様々な分野で今行われています。その中の 1つのアプローチとして、例えば先ほ

ど原科先生から御質問があったような、環境影響を経済的に測るというものもあります。 

 

（北野）   よろしいでしょうか。原科さん、どうぞ。 

 

（原科） ネガティブ情報の問題です。情報がきちんと開示されないと、なかなか評価で

きないということは、おっしゃるとおりだと思います。また、日本ではネガティブ情報が

なかなか評価されないとおっしゃったのですが、そうでない部分もあると思います。だい

ぶ変わってきたように思います。その辺の最近の変化について何か感じたことはありませ

んか。 

 

（上野） ありがとうございます。例えば環境報告書を作る人は、ネガティブ情報を 1つ

ぐらい入れておかないと評価されないのではないかとものすごく悩みます。もう 1つは「法

律に違反してないのだからネガティブじゃない」という言い方もあります。さっき御紹介

したのは、法律違反ではないけれども、危ないところで助かったという例です。それを報

告しているのです。問題は、それを、例えば、ある新聞が「こんな危ないことをやってい

る」という形で記事にすることがいけないのではないかと思います。 

 

（原科） 扱い方でしょうね。我々はよく外国の大学へ学生を推薦したりするときに、余

り良いことばかり言うと、かえって評価されないから、ネガティブ評価を入れないと推薦

に余り役に立たない。だから、そういう感覚をかなり持つようになったのです。昔は違い

ました。そのような変化があると思います。 

 

（上野）   成熟した社会になれば、ネガティブ情報が評価されるのです。しかし、まだ世

界中がそのような社会にはなっていないのです。 

 

（北野）   ほかにございますか。それでは、ここで 10 分間ほど休憩いたします。 

 

―― 休憩 ―― 
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（北野）   そろそろ時間ですので、再開したいと思います。 

前半のセッションで、神谷さんからは、環境基本計画の中での LCA の位置づけ、伊坪さ

んからは、LCA の手法や得られたデータについて、上野さんからは、LCA のデータの見方に

ついてのお話を頂きました。まず、LCA を中心に、今日前半に御説明いただいたデータに

ついての評価や考え方、疑問や反論など御意見をいただき、ディスカッションしていく中

で、化学物質の LCA をやっていく上で何が必要か、何が問題なのかなどを明らかににして

いければと思います。先ほど、岩本さんがいろいろご意見をおっしゃっていましたので、

岩本さんからいきましょう。お願いします。 

 

（岩本） 実は私ども化学産業界として、LCI のデータを出す立場におります。先ほど上

野さんや伊坪先生のお話を聞いて思ったのですが、1つは、CO2 という概念で考えていると

きは、主要材料だけでも LCIA のデータがあれば、何とかものになった。ところが、伊坪先

生のように、微量な化学物質による環境への影響を統合化して実施しようとすると、例え

ば塗料や接着剤など、いろいろなもののデータが必要になってくる。 

では、その結果をどう反映するのかを考えると、上野さんがおっしゃったように、他の

ものと比較するというよりは、製品改良の手法に使っていくべきだと思います。例えばさ

っきの塩ビのクロスでも、「このやり方をしたら、これだけだった。しかし、接着剤を変え

たらこうなった」、あるいは、「施工方法を変えたらこんなに良くなった」という形で、企

業の中でうまく取り扱っていけるとすばらしいと思いました。このような LCA の結果の開

示、あるいは、取り扱い方について、伊坪先生、上野先生からお話を聞ければと思います。 

もう 1つは、化学産業界が LCI のデータを作るにあたっては、製品には安全データと環

境データの 2 つが絶対に必要と言う認識で取組を進めてきました。LCI データを作るにあ

たって苦労したことは、LCI データとは、すなわち企業が物をつくる際の生データを全て

出さなければならないことでした。しかし、秘密保持といった部分もあり、LCI の正確な

データを作ることは、非常に大変です。それを、まず認識していただきたいと思います。 

 

（北野） ありがとうございます。特に今お話にあった微量の化学物質等について、LCA

をどう適用するか、その限界などについて、伊坪さん、上野さんから御意見をいただいた

上で、他の方の御意見をいただきたいと思います。 
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（伊坪） 岩本さんのおっしゃるとおりだと思います。化学物質の評価は、まだ走り出し

の状況でございまして、これを評価に含めると、どのような結果が出るのかやってみよう

というレベルだと思います。実際に今日お示ししたものについても、排出量は、あるシナ

リオの想定の下でやった。接着剤についても、従来使われている接着剤についてやってみ

た。ライフスタイル、例えば換気回数など、あるシナリオで評価してみた。その場合、こ

の程度の潜在的な環境影響があり得るという結果だと思います。その結果をどのように製

品改善に生かしていくか、という視点を持つことが必要だと思います。その中で、重要な

ポイントはどこにあるのかをきちんと見出し、これを自社の製品開発にフィードバックし

ていくのが LCA の本来使われるべきアプローチです。実際は LCA のこのような特徴が環境

マネジメントシステムの構築に有用であるとして、国際規格化に至りました。 

一方で、LCA を外部利用に用いる側にとってのメリットを見ますと、その結果をいかに

わかりやすい形で情報開示して CSR（注、Corporate Social Responsibility；企業の社会

的責任）に適用していくかが重視されているようです。このような利用の社会的要請にど

う応えていくかが、今後の LCA 研究の重要なポイントになってくると認識しております。 

化学物質の評価については、例えば接着剤の種類を変える、溶剤の種類を変えるなど、

様々な取組によって効果的に環境負荷を削減することが期待できます。このような部分に

ついても、グラフ上に示すことができたら良いと思っています。どうもありがとうござい

ます。 

 

（北野）   LCA は、何の目的で、誰のために行っているのか、その辺を明確にするという

ことだと思います。上野さん、どうぞ。 

 

（上野） 今、岩本さんのお話で思い出したのですが、国際競争社会の中で我々は生きて

います。LCI のデータ、科学データはみんなが知るべきでしょう。それは当然ですが、一

方ではそこにノウハウが入っているのです。同じ化学物質を作るときに触媒として何を使

うかというのは、会社のノウハウです。触媒は開示しないのです。そうすると、本当は製

造会社によって環境負荷は違うのに、日本の LCI のデータは、例えば ABS（注、ABS 樹脂。

アクリロニトリル(A)、ブタジエン(B)、スチレン(S)の 3 つの重合体からなるポリマー）で

も PEC（注、ポリエステルカーボネート。生分解性樹脂）でもみんな同じデータになって

しまいます。本当は「環境負荷の低い製品を使いたいから、この会社の製品を買おう」 



 41

LCA はそのような選択に使えるべきです。しかし、使えないのです。 

世界に目を向けると、煙をモクモク出してつくった某途上国の鉄と、きれいな日本の鉄

とは同じ鉄とされてしまいます。そして、欧州のソフトを使うと LCI は欧州のデータが入

っています。要するに何をやったかわからなくなる。これは LCI データの問題点の 1つで

す。 

 

（北野）   ほかにございますか。原科さん、どうぞ。 

 

（原科） 情報公開が大変難しいというのはわかります。戦略的環境アセスメントの話に

戻りますが、発電所が外れたのは、発電所の立地選定段階からの情報開示を嫌ったからで

す。でも、そのレベルと今の話は全然違う。立地選定段階の情報開示は、普通、先進国は

どこでもやっている。途上国でもやっている。したがって、社会的に立地選定に対する企

業秘密の意味が違う。LCI の場合には、まさに技術、ノウハウにかなりかかってくるので、

これは相当デリケートかなという感じがします。 

一方で、先ほど、フロー図がなければいけないなど様々なことをおっしゃった。LCA の

結果がどの程度信頼できるデータに基づいているかを確認する手だてが必要でしょう。そ

れを単に国民一般にオープンにするのではなく、中間領域というかある程度限られた人の

範囲でこれを確認する手だてを考えておかなければ、LCA の結果に対する社会的信頼が得

られないと思います。その辺の工夫はすでに考えておられると思いますが、ご意見をいた

だけるとありがたいです。 

 

（北野）   では、伊坪さん、お願いします。 

 

（伊坪） 結果を出す立場からしますと、設定したシナリオや仮定、プロセスをきちんと

明確化しなければならないことは理解していると思います。一方、それらの情報を出す場

合に、媒体の紙面も限られます。そこに非常に詳細な情報を詰め過ぎると、せっかく言い

たいメッセージが相手に伝わらない可能性があります。よって、情報を出す側は提示する

情報をなるべくコンパクトにまとめたいというニーズがあるのは事実だと思います。しか

し、シナリオをきちんと重視して出さないと、評価の透明性を確保できません。 

この両者のバランスをどうするかという点での一つの解決法は、クリティカルレビュー



 42

です。LCA をやっただけではなく、その結果や前提について、第三者がレビューします。

LCA の国際規格に沿っているか、透明性が確保されているか、代表性が確保されているか、

適切な手続きで行われているか、というレビューの結果を報告書に示すことによって、LCA

の信頼性を担保させます。最近、経済産業省において、このようなクリティカルレビュー

を LCA に定着づけるための事業を行っています。 

 

（北野）   ありがとうございました。大沢さん、どうぞ。 

 

（大沢） 今の話を聞きますと、普通の市民が誰かというのもありますが、普通の市民に

とって LCA というのはなかなか難しく、理解するのは大変だと思います。ただ、市民から

すれば、できるだけわかりやすく出してほしいので、情報が単純化するという面はしょう

がないだろうと思います。情報の出し方として、１つには、市民は製品を流通業から買う

わけです。したがって、流通業が何を売るかという選択をするときの判断材料として理解

できる情報がある。もう 1つは、すべての情報を調べようと思えば調べられるという段階

に分けた情報があると、使い勝手がよくなるのかなという感じがしますが、いかがでしょ

うか。 

 

（上野） 第三者について、みんなが公平に同じように情報を出せば、という前提がある

と思います。これだけグローバル化してくると、輸入品などわけがわからないものもあり

ます。それが大きな問題だと私は思います。 

 

（伊坪） 1 つの事例としての御紹介ですが、例えば電機・電子機器産業の中では、情報

公開をしっかりとやっていくという一環で、例えば化学物質の含有量がどれぐらいあるの

かを JGPSSI（注、Japan Green Procurement Survey Standardization Initiative；グリ

ーン調達調査共通化協議会）において公開しています。それらは、商品を売買する際の情

報の一つとして利用されるであろうと思います。そのような枠組の中に環境情報も入って

くると思います。今後、LCA が入ってくるのかどうかわかりませんが、今あるシステムを

うまく利用することで LCA を上手に活用することも可能ではないかと期待しております。 

 

（北野）   嵩さん。 
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（嵩）   私は、小売業という業界で仕事をしております。お客様に近い場所で仕事をして

いるという立場上、LCA というと、それが B to C（注、Business to Consumer；対一般消

費者取引）のコミュニケーションツールになり得る可能性について一番考えてしまいます。

経験上、LCI もそうですが、まずは情報をオープンにして、データを見える形にすること

が入り口としては非常に高い壁になっていると考えています。小売業は、大抵の産業界の

方からすると、お客の立場のはずなのですが、私たちから生産者側にデータを要求しても

簡単には出てこない。LCA 的にアプローチするということは、組織の壁、企業の壁、産業

の壁、業界の壁をある程度突き破っていくことが必要です。データがどれだけ見えるかは、

サプライチェーン・マネジメントの成熟度にも依存してくると思います。実は、小売業と

して私たちもそこにリーダーシップを発揮して、化学物質の安全面も含めて環境的なアプ

ローチを実施したいと考えています。但し、過去何度か試みているのですが、なかなかう

まくいかない。ここに対し、今までご経験からの御意見、アドバイスを頂きたい。例えば、

私たちが生産者側にアプローチするときに、どういう手法をとれば、多くの産業界は動い

てくれるのか。もしかしたら行政というカードが必要なのかもしれない。あるいは、学識

研究者のカードも必要なのかもしれない。私のようなことを考えている人間は業界の中で

は多いので、そこの御意見をいただければと思います。 

 

（上野） これは伊坪先生とは意見を異にする可能性がありますが、LCA を使うからいけ

ないのだと思います。リスクマネジメントで、このお菓子には鉛が入っているとか、いな

いとか、そういう表示をすることが大事であって、このお菓子は LCA 的に見て、非常に環

境に良いなどと表示するといかがわしくなって、ごまかしをやる人が出てくるのだと私は

思います。 

 

（北野）   要するにリスクマネジメントと LCA と分けて使うべき、ということですか。 

 

（上野）   はい。 

 

（北野）   伊坪さん、どうですか。 
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（伊坪） 私は LCA を使っていただきたいと思います。利用する側の立場から言えば、第

一に LCA インフラ自体がどこまで整備されているのか、第二に使用するインフラがどの程

度信用できるか、ということだ思います。この 2つが相まってやっと利用できることにな

ります。 

90 年の初めから比べると、随分データベースも良くなりました。そのようなデータベー

ス、例えば LCA フォーラムのデータベース等を利用することで、ある程度のところまでは

いけるのではないかと思います。そのときに重要なポイントとしては、そのデータはどこ

が責任をもっていて、どういう条件下で出したのか、ということをきちんと説明できると

いうことです。それが、利用するときの安心感につながると思います。 

その次の段階で重要なのは、LCA データを実際に使ってみたときに、どんな問題がある

のか検証することです。例えば、考慮されていないプロセスや化学物質があったときに、

このようなことを利用者側がデータベースの開発者・提供者に伝えないといけないと思い

ます。そうでないと、開発者側は問題点に気付かないと思うのです。 

インフラとしてはある程度作られている段階に来ていると思いますので、今度はそれを

実際に利用者側が使って、その意見を開発者側にフィードバックして、作成者に対して今

後どういうことが必要なのか、課題として何が求められているのか、といったことをもっ

とフランクに議論できる場をつくることが、極めて重要だと思います。 

 

（北野） LCA データの信憑性というか、そういうことについて、学会レベルでは当然ク

リティカルレビューを行っていく。さらに LCA の信頼性を増すためには、今、伊坪さんか

らお話があったように、ユーザーの側から LCA データを評価して、フィードバックする。

ユーザーと LCA データ作成者相互のコミュニケーションが大事ではないかということで、

まずとりあえず使ってみてくれということです。村田さん、どうぞ。 

 

（村田） ものによっては、原料から製造段階、流通のプロセスよりも、使用段階でどう

するかによって、桁違いに影響の度合いが違うようなものもあり得るのではないかと思い

ます。そういったものの具体的例をいくつかご紹介いただきたい。 

 

（上野） 使用段階というと、例えば電機業界は啓発に随分熱心です。冷蔵庫のドアを開

ける回数などの評価も行っています。省エネ的には、ファイブドアの冷蔵庫よりもツード
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アの冷蔵庫のほうが良いのです。しかし、使う人はファイブドアのほうが便利だから使い

ます。そういった評価は大事だと思います。今日、自動車産業の方がいらっしゃいますが、

自動車メーカーの人に聞いた話では、苦労して燃費の良い車をつくっても、交差点で１回

空吹かししたらおしまいだと言うわけです。したがって、本当は燃費が悪くなるのだけれ

ども、例えば全部オートマチックにしたほうが良いなど、そのような情報も必要ではない

かと思います。 

 

（北野）   使用スタイルがかなり大きいということですね。瀬田さん、どうぞ。 

 

（瀬田） 神谷さんにお伺いします。今日 3 つの講演を聞いて、LCA は、私は非常に有効

な手段だと思っていたのですが、それなりにまだ問題もあるということがよくわかってき

ました。お尋ねしたいのは、第 3次科学技術基本計画、あるいは最近、中間結果が発表さ

れました「イノベーション 25」などの中に、環境適合社会を実現するために LCA を導入す

るという考え方はあるのでしょうか。 

 

（神谷） 今おっしゃった 2つの計画の中に LCA の記述があるかというのは、手元に資料

がなく、十分お答えできる情報がございません。ただ、LCA の整備は、環境基本計画の中

に、環境の価値を商品選択に反映させるために推進すると記載されておりまして、そのた

めの技術開発についても位置づけがございます。環境基本計画の中で研究開発も含めて

LCA を推進するという方針が出ておりますので、政府全体として、そういう方向性ははっ

きり打ち出されている、ということは申し上げられると思います。 

（「第３期科学技術基本計画」（平成１８年３月２８日閣議決定）では、「分野別推進戦略 

Ⅲ 環境分野」において、「３Ｒ技術研究領域」の中で、「ライフサイクル・アセスメント

（LCA）など３Ｒの効果の評価技術、技術システムと社会システムの統合による資源循環シ

ステムの設計技術等の開発・高度化を行う。」との記述がある。） 

（「イノベーション２５」中間取りまとめ」（平成１９年２月２６日 イノベーション２

５戦略会議）において、LCA への直接の言及はない。） 

 

（北野）   岩本さん、お願いします。 
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（岩本） 似たような話で、神谷さんに提案です。化管法も施行後、何年かたちますと、

大変な時期に来ます。何が大変なのかというと、排出を削減するために膨大な設備をつく

らなければならないということになるのだろうと思います。これを LCA 的に評価すると、

必ず CO2 が圧倒的に増えると思うのです。もちろん環境基準を超えているようなところで

は何が何でも排出を削減しなきゃいけない。ところが一方、それほどでないところに CO2

の排出を増やしてまでこれを削減するのか、というトレードオフの議論が出てくるのでは

ないかと思います。化学物質の排出削減みたいな世界の中にも LCA 的な概念、CO2 とのト

レードオフがどうなるのか、という考え方は導入できるのではないかと思っているのです。

リスクアセスメントという観点から、例えば少々CO2 が増えても、あるリスクが想定され

るなら、下げなければならないなど、そういう LCA の使い方というのも考慮できるのでは

ないかと思います。 

要するに化学物質を排出削減するには、例えば何らかの燃焼装置をつくって、そこで燃

やすなどが考えられますが、何か設備をつくって除去するとなると、必ずそこで LCA 的に

は負荷が発生する。たぶん CO2 で換算すると、結構な負荷になるだろう。そうすると、ど

ちらをとるかという選択が常に迫られてくる。その時点で何が優先するのかという判断す

る際に、データが公表され、みんなで議論するというのは、本当のリスクコミュニケーシ

ョンかなという気がするのですが、その辺、神谷さん、伊坪先生、いかがでしょうか。 

 

（北野）   神谷さん、どうですか。 

 

（神谷） 先ほど上野さんの講演にもありましたが、規制への対応ということで、一気に

世の中の対応が進むという話がありました。一方、化管法の PRTR というのは、規制とは言

えない制度です。自主的管理を推進するための物質をリストアップし、その排出量につい

てのデータを集計・公表することによって、自主的な取組を進めるということを定めてい

るだけです。対象物質は直ちに排出量削減を義務づける物質ではありません、という説明

をしております。そうはいっても、実際には、化管法・PRTR の対象になった途端に、その

物質の削減と、その代わりとなる物質への代替が進んでいます。他の面も考えたときに、

果たしてそれで良いのか、どういう評価になるのかは、重要な論点だと思います。次回４

月の化管法見直し合同会合の中で対象物質選定の議論をしますが、環境に対してある程度

の影響の可能性がある物質を選ぶという観点と同時に、代替物質についても十分考え、今
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後どういう形で物質選定や制度設計をしていくかは、合同会合で議論しなければならない

大事なテーマだと思っております。 

 

（北野）   伊坪さん、御意見ありますか。 

 

（伊坪） まさにおっしゃるとおりだと思います。製品の環境設計というのは、何か特定

の環境問題に対する対応がほとんどです。その特定の問題に対応した結果、その他の環境

問題は増える可能性があります。そのようなときに、第一の問題として私が認識している

のは、このようなトレードオフの問題について議論するのに利用すべき情報すらないこと

です。定性的な議論のみで、こちらは良いが、他方では悪い、といった情報のみでは議論

が進みません。まず定量的に表現し、なおかつ、評価結果について合理的に理解できるツ

ールとなりうるものを出す必要があると思います。 

例えば先ほど御紹介したはんだの場合には、国際的な問題になりました。資源、CO2、化

学物質、鉛、といったさまざまな物質による環境影響の間の比較を、なるべく知られた手

法や指標を使って評価した結果、どのような結果が得られるのか、ヨーロッパとアメリカ

と日本と韓国の間で議論するのに共有できる情報を出しましょうということを受けて評価

した結果をご紹介しました。 

統合化については、唯一無二の手法があるわけではありません。もちろん改良すべき課

題もあります。それをきちんと認識した上で評価結果に基づいた議論を行うのならば、統

合化手法も十分利用にたえ得るだろうと認識しています。 

実際に LCA の結果は、統合化をするとそのようなトレードオフの関係をクリアに見るこ

とができるというメリットがあります。一方で、信頼性という観点も重要ですし、統合化

の結果のみから意思決定を行うべきではないと思います。例えば特性化やインベントリの

結果を見て、統合化の結果の内容について補足するべきです。これらの結果を総合して見

たうえで、まずはディスカッションすることが重要です。日欧韓のプロジェクトでは、LCA

の結果を鉛フリーはんだの利用が環境の側面から見て有効なのかどうかを議論するための

情報として利用しました。LCA の結果だけで意思決定を導くのではなくて、あくまでそれ

を支援する情報として活用されることが重要なのではないかと思います。 

 

（原科） 統合化で「信頼性」という言葉を使われました。発表のときに気になったので
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すが、「信頼性」という用語はあまり適切でないように思います。トレードオフ関係は人に

よって違うわけですから、ウエートが違う結果は当然出てくるもので、それは通常の信頼

性とは違うでしょう。むしろ概念としては、信頼性というよりも、変動するものだと。変

動するものをどうやって相互に調整していくか、そういう調整過程といいますか、あるい

は合意形成過程が一番大事だと思います。合意形成のプロセスの中で情報として使ってい

く。そういう枠組みを作っておかないと、せっかくの情報が生かされないのではないかと

思います。「信頼性」という表現になると、1つの答えが出たように誤解をしてしまうので

す。それはちょっとまずいかと思いました。いかがでしょうか。 

 

（北野）   「信頼性」という言葉の定義ですね。 

 

（伊坪） 言い方が適切でなかったと私も思います。具体的に言いますと、環境経済の中

でとられているアプローチでは、個人の中での重みづけが違うということを認識していま

す。その上で、統計的に有意な結果が出るような形にするために、なるべく多数のサンプ

リングを行って、ばらつきも考慮した上で母平均を求めます。分布についても計算できる

のですが、今回の評価結果については、平均値を採用しています。 

 

（原科） 「信頼性」という表現は正しくないというのは、そういう意味です。実は、統

合化は、代替案の比較検討のときに必要です。今おっしゃったように、会社の中で特定の

製品では代替案の比較検討の話にならない。したがって、場合によっては、統合化にあま

り重きを置かず、被害評価をまずきちっとやることが大変大事だと思います。その上で、

さきほどのように社内で使う場合は、いけるような感じがいたしました。 

また、新製品に関して旧製品と比較する。これは代替案の比較検討ですが、その場合に

は、どういう観点からウエートをつけるかを明確にした上で使えば、非常に有効な方法だ

と思います。この方法は大変良い方法だし、ぜひやってもらいたいと思いますが、使う領

域をしっかり定義しておかないとまずいかと思います。 

 

（北野）   中下さん、お願いします。 

 

（中下） 私もこれはとても有効な方法かと思うのですが、消費者の側から見ると、情報
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提供の問題、たとえば、我々の側にわかりやすい形での情報提供があるのか、特性につい

ての見方や前提としてのデータの仕組みを理解するための教育など、まだまだ問題がある

と思います。教育は非常に大事だと思います。いきなり LCA が出てきても、ちょっと対応

できない。一般消費者が理解でき、使えるようなツールとなるために、どのような教育、

情報の出し方をすればよいか、何か御意見があれば、お二方の先生にお伺いしたい。 

また、上野先生のお話をお聞きし、RoHS 規制のおかげで LCA が随分進んだ部分があると

理解したのですが、今度 REACH（注、Registration,Evaluation, Authorization of 

Chemical；欧州における化学物質の総合的な登録・評価・認可・制限の制度）が導入され

ると、LCA の今までの取組に対してどのような変化が起こってくるとお考えなのか。この 2

点についてお伺いしたいと思います。 

 

（北野）  一般の消費者に利用していただくためにはどのようなことが必要かということ

と、REACH の発効が LCA にどういう影響を与えるか、という 2点ですね。 

 

（伊坪） 環境教育についてのコメントです。私も LCA をいかに教育に利用できるのか、

ということに関心を持って研究し始めました。昨年は、中学生に対して、LCA の情報をい

かにわかりやすく提供するか、それによって、環境に対する行動がどのように変わりえる

か調べました。 

LCA の情報開示として、なるべく簡単な製品を想定して、紙カップを採用しました。講

義中で LCA について紹介しますが、その結果だけ出してもピンとこないので、それをつく

っている工場のビデオを見せました。つくる工程も複数あります。それぞれの工程から部

品、部材が出てきます。その部材を手元に置きながら、モニターに出てくるプロセスに合

わせて、その部材を生徒が自分でつくるという作業をしてもらいました。それとあわせて、

各プロセスでどれだけ環境負荷が発生するという情報を一緒に提示しました。これにより、

様々なプロセスがある中で、例えばラミネートのする際のプラスチック生産における環境

負荷が意外に大きいなどの情報を提示しました。 

もう１つは、プロセスにおける環境負荷を削減するために企業はどのような努力や工夫

を行っており、環境負荷がどのくらい削減されているか、について情報を提示しました。

これにより、世の中の人は様々な形で環境負荷削減のための努力をしているという理解に

つなげるようにしました。このような講義を通じて、次に自分たちはどういう行動をしな
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ければならないのかということを考えさせ、自分たちのライフスタイルや行動が環境負荷

の変化につながってくるのだということを認識させたいということで、今度は使用の段階

での環境負荷、例えば、捨て方によっても環境負荷って変わるといった情報を提示しまし

た。最後にライフサイクル全体でどれだけになるのかということも併せて提示しました。

その情報は各自持ち帰ってもらい、自分の行動はどう変わったかチェックさせました。例

えば、これまで割りばしを多く使っていたのをやめた、利用する包装容器も考えるように

なった、といったライフスタイルの変化が見られたことをまとめて学会で発表しました。 

教育の現場において、LCA を利用したいというニーズを伺うようになりました。わかり

やすい教材を提供して、なおかつ、自分の手を動かすということを教育の中の現場できち

んとやるようにすれば、一見難しそうな LCA の情報を、中学生でも十分理解できるのでは

ないかと思いました。 

 

（北野）   ありがとうございました。上野さん、どうぞ。 

 

（上野） 教育に関しては、一番良いのは、会社でやることだと思います。そうすると、

お父さんがやっているということは子供も覚えます。そういう形で広めるのが一番良いの

ではないかと思います。 

もう１つ REACH ですが、実は、外務省が REACH に関してホームページを出しています。

なぜならば、REACH は国益に関する大事件で、単に化学物質規制の話ではなく、国策とし

てどう対応するか、という話題だと思います。 

もう１つ国策の話をすると、今、LCA について様々な課題があると言いましたが、世界

で一番進んでいるのは日本だと思います。その証拠に「LCA」という言葉は、ヨーロッパで

はどんどん変わっています。EuP 指令（注、Directive on Eco-Design of Energy-using 

Products；エネルギー使用製品に対する環境配慮設計要求事項設定のための枠組みを構築

する指令）では「LCT(Life Cycle Thinking)」になっています。イギリスでは「LCA(Life Cycle 

Approach)」になっている。要するに、LCA というと、反対が多くて誰もやってくれないか

ら、せめて Life Cycle Thinking をしましょう、Life Cycle Approach をしましょう、そ

ういう考えになっているのです。逆にいうと、LCT を本気でやらないと海外で闘えないの

です。ライフサイクルを考えるということが大事です。 

REACH に関しても、化学メーカーがみんなやらなければならないというような考えでは
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なく、マイノリティーをどう保護するのか、どのぐらいお金がかかるのか。国として考え

なければいけないと思います。 

もう１つだけ言うと、欧州 WEEE（注、Directive on Waste from Electrical and Electronic 

Equipment；廃家電・電子機器に関する EU 指令）ですが、2005 年の 8 月 13 日に施行して、

もう改定されようとしています。この3月15日にワークショップがブリュッセルで開かれ、

今年の 10 月までに WEEE の見直しの原案がでるようです。おそらく日本が、例えば容リ法

（注、容器包装リサイクル法）とか家電リサイクル法（注、特定家庭用機器再商品化法）

を改訂しているうちに、ヨーロッパも変えてしまいます。どう変わるかというと、日本は

きめ細かい DfE をして、手で分解し、資源を回収しましょうという考えでのアプローチ、

ヨーロッパは全部破砕して、そこから有害物質を取りましょうというアプローチです。ど

ちらが良いというものではなく理念が違うのです。REACH も RoHS も含めて注意してみてい

かなければならないと思います。 

 

（北野） 先ほど LCA の教育の話があったのですが、淑徳大学で私は、とりあえず LCA の

論文を読ませています。具体的にいうと、例えばお風呂の残り湯を使った洗濯機と従来の

洗濯機とについての比較のようなレポートをもとに、LCA の範囲やどういうデータで、ど

のように結果を出すのか。CO2 や資源の枯渇性、水の需要などの勉強をするわけです。そ

の後に、例えばガラス容器とアルミ容器とペットボトルの容器について、それぞれ製造・

流通・リサイクルの段階でどのぐらい CO2 が発生するかというデータを見ながら、例えば

ガラス容器はリユースが良い、アルミだったらリサイクルが良いなど、LCA 結果をもとに、

ライフスタイルを考える、そんな授業を文科系の学生に行っています。大学で LCA が授業

科目にあるところはありましょうか。 

 

（原科）   そのタイトルの授業はないですね。環境安全論の中でやるくらいです。 

 

（伊坪）   武蔵工大では私がやっています。 

 

（北野）   岩本さん、どうぞ。 

 

（岩本） 今の中下さんの話に、消費者としての立場から発言します。今いろいろお聞き
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したように、日本のメーカーは、様々な検討を一生懸命やっているのだろうと思います。

LC Thinking ではないですが、何か物質が含まれているから問題だということではなく、

トータルで考えて設計されているという理解を消費者として持つようにすべきではないか

と思います。トータルの中でリスクを考え、トータルで最適化された（トータル・オプテ

ィマイズされた）製品をつくるように企業は一生懸命努力しているというように消費者の

方は理解していただければ良いなと思っています。 

 

（上野） 私は、岩本さんのおっしゃることに賛成です。ただ、企業には良い企業と悪い

企業があります。そこを見極めるのは、眼力がないとできない。そこをどうするかが問題

です。 

 

（北野）   八谷さん。 

 

（八谷） 自動車産業にいる者として、今日のお話で、若干違和感を感じました。CO2 や

エネルギーの部分は、10 数年の LCA 歴史の中で当たり前になってきている。伊坪先生のプ

レゼンテーションにもプリウスの例が使われ、燃費が良いといっても、その生産や廃棄な

どライフサイクルのプロセスの中でトータルで見なければいけないということは、自動車

産業の中では誰もが知っているような状況になってきた。自動車工業会の中でも LCA 分科

会があって、今までいろいろと研究をしながら、インベントリも固めてきて、ある程度仕

組みが固まってきた。そして、つい最近、LCA 分科会でやることはやったので、そろそろ

解散させて欲しいという提案があり、近々解散させようかという動きがあった。そのよう

な中で、今日、化学物質の中に LCA を取り込むというので、私は少し驚いて、本当はまだ

やることがあるのかなというところで、少し違和感を覚えました。 

実は、自動車産業の中では、化学物質について、どちらかというとリスクアセスメント

のほうに重点が置かれています。REACH の話、化審法と化管法の改訂など、どちらかとい

うと新しい話が出てきて、LCA をやっている余裕がない。まず REACH へ取り組むことに優

先順位にある感じがしています。 

では、自動車産業の中でやらなくて良いかというと、少し違うのかもしれません。ただ

し、使用過程の中で、例えば自動車の排ガスなどは、LCA とは別の視点ですが、公害対策

への取組でその成分を 1/100 ぐらいに抑えてきているわけです。それはほとんど行き着く
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ところまでいっている。そういう中で、繰り返しになりますが、自動車産業としては何を

やらなければいけないのかがよく見えないというのが、私の今日の感想でございます。 

 

（北野）   ありがとうございました。では、中下さん、どうぞ。 

 

（中下） 先ほど岩本さんのお話で、企業に任せれば良いというお話だったのですが、そ

うはなかなか言えない。というのは、実際に私のところに来る例でいうと、シックハウス

の方々の相談があとを絶たない。かなり大手のハウスメーカーさんの住宅でそのような被

害に遭われている。大手の企業さんだから大丈夫だろうと思って買っていても、実際には

被害に遭ってしまった例も決して少なくないのではないかと思います。 

さらに、大手の方々にその問題について質問しても、化学物質についてはあまり御存じ

でない。接着剤に何を使っていて、どういう問題が生じるかなど、そういうことについて

あまり知識のない方がいらっしゃいました。さらに、もっと末端の施工の大工さんなどに

至っては、いまだに知識がない方が多い。そういう意味では、我々としても、自分たちが

選択することを通じて、企業さんに対してさらなる努力を求めていく。これが緊張関係の

あるパートナーシップだろうと思います。また、行政はガバナンスの当事者として消費者

がきちんと参加できる仕組みを併せて社会の中に構築していくという考えで臨んでいただ

けたらと思います。 

 

（北野）   ありがとうございました。では、岩本さん。 

 

（岩本） あえて私は消費者としての立場から発言しますと断わったつもりですが。もち

ろん任せろというつもりは毛頭ありません。しかし、世の中に皆さんが利用できる形で商

品が出回っているという中で、商品をうまく使いこなしていくことが必要であろう。それ

に対して必要な情報はもちろん出していかなければならない。 

私も数年前にマンションに入りましたが、今でも朝昼晩１回は全部窓を開けて換気をし

ています。子供が車を買ったときも、赤ん坊がいるので「とにかくしばらく大人だけで窓

開けっ放しで走れ」という指示をした。そういうちょっとした心遣いは、使用者側にも要

るのだろうと思います。 

 



 54

（北野）   岩渕さん、どうぞ。 

 

（岩渕）   LCA と RA（注、Risk Assessment；リスクアセスメント）が今、議論の中でご

ちゃごちゃになっているような気がします。要するに、消費者側が製品を選ぶ基準として、

LCA でやるのか、RA でやるのかという話になると思います。私は、LCA は、製造する側が、

どのようにすれば環境負荷が一番小さいものをつくれるかというツールとして有効ではな

いかと思います。ところが、消費者が見るものとしては、出来上がったものからどうリス

クが出てくるかという RA の問題ではないか思います。その辺を少し切り分けた形で表示な

り何かができると良いと思います。そうなると、LCA なのか、RA なのか、どちらかわかり

ませんが、標準化した手法がどこかでできると良いというのが私ども行政としての期待で

す。 

 

（北野） ありがとうございました。どなたか、特に化学物質の LCA 等について、行政と

して今までの議論を聞いた上で、どのような御感想なり、何か御意見なりがあれば伺いた

いのですが。佐々木さんいかがですか。 

 

（佐々木） 今の LCA は最後の統合化の部分で、何にプライオリティをつけて評価するか

というところについて、先ほど指摘があったようにいろいろ議論があるのだということを

この場の皆さんも認識されていると思います。そこのところの、我々国民としてここが重

要だというプライオリティづけが出てきて、統合化して示さないと国民の側からは LCA と

いう手法はわかりやすくならないと思います。個別の要因からみるとわかりにくい、統合

化するというわかりやすいけれどもそこのところが危険だということですし、重みづけに

ついてのコンセンサスをつくっていかないといけない、今後行政が利用するとなると、そ

この重みづけのところのバランスが今のところでどこなのか、というところが我々として

もまだつかみきれていないところだと思います。 

リスクアセスメントは、人の健康影響などの領域で継続されてきたことからその実績が

あって、皆さんとのコンセンサスをつけられる判断根拠なり判断システムができてきたと

思います。その意味で LCA はまだツールの段階であって、これをもう少し実際に活用する

ためには、そのコンセンサスを得るためのステップあるいは、様々な議論があって、活用

される段階になるのであろうと思いました。 
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（北野）   ありがとうございました。他の方はいかがでしょうか。 

 

（原科） 統合化は、そのプロセスをいかに透明なものにするかがポイントだと思います。

しっかりした議論の場、私は「公共空間での議論」といっています。公共空間というのは、

誰もがアクセスできる透明性の高い場ということです。それは行政にぜひやってもらいた

い。さきほど 3 つに整理されました。それぞれについてどんなウエートで考えるかは、A

のパターン、Bのパターン、Cのパターンと分けることもできます。それには、さっきおっ

しゃったように、ある母集団があります。母集団の分布を考え、ずれた山が 2つ 3 つあれ

ば、それは一緒にしないで、分けて比較しなければいけない。そういうことを前提に考え

れば、透明性のある議論の場をどうつくるかが大変大事だと思います。ぜひ行政の方でそ

のような場をつくっていただきたいと思います。 

 

（北野） ありがとうございました。LCA の利用ということで、最終的には、例えば CO2

の問題と環境、あるいは、人の健康、あるいは、資源の枯渇性のインパクトなどが出てく

るわけです。それは異なる概念のもので足し算できない。そうのようなときにどれに一番

重きを置くかというのは、その人の人生観みたいなものにかかってくるわけです。佐々木

さんがおっしゃったことは大体そういうことでしょうか。 

ほかにどうですか。瀬田さん、どうぞ。 

 

（瀬田） LCA、RA との比較も含めていろいろお伺いして、現状はよく理解できました。

これは難しい話かもしれませんが、両先生にお聞きしたいのは、例えば 10 年後とか 20 年

後の LCA というのは、どういう形を想定しておられるのか。3 年後でも 5 年後でも結構で

すが、今後 LCA をどんなものに育てていきたいかというビジョンのようなものがおありだ

と思うので、それをお聞きしたいと思います。 

 

（上野） 今、瀬田さんが 20 年後と言いました。これはとても良い話です。20 年後とい

うことは、今の大学生が 40 歳ぐらいです。世界的に、環境教育を受けた人が社会をリード

していく時代になっていく。中国などの途上国でも、LCA を今一生懸命勉強している人が

いますので、彼らが指導していくでしょう。そういう時代になると思います。 
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（伊坪） 非常に難しい質問です。今はステークホルダーが限られており、企業の中での

利用というところに閉じている状況です。ここを広げて、いかに消費者もしくは政府の中

で意思決定を支援するツールとして活用されるようにできるか。 

意思決定を支援するツールとして LCA の情報開示がもっとあっても良いのではないかと

思っております。例えば LCA の結果を含む環境ラベルが成分開示と同じような形で出され

れば、もっと環境コミュニケーションも進むのではないかという期待があります。先ほど

原科先生からのコメントにもございましたように、そういうコミュニケーションを進めて

いく場をつくっていただきたい。そうすれば、LCA のインフラ自体も育っていくのではな

いかと思います。 

政府、自治体の中での使い方としましては、政策に LCA を使っていきます。政策のため

の LCA をやるとすると、中長期にものを見ないといけません。40 年、50 年といったスパン

で評価結果が出てくるような手法を開発できたらよいと思っております。実は、LCA は静

的な評価でございまして、環境が時間の経過に応じて変化することが評価に入ってきませ

ん。そのため、50 年の評価を行うという目的に絶えられません。これを中長期、せめて 50

年ぐらいを視野に入れた形で評価できるようなダイナミックなツールをつくっていきたい

と強く感じております。これが、一研究者としては、次の LCA の課題だと思います。 

 もう少し現実的な視点で見ますと、インベントリのデータベース自身の信頼性や代表性

は上がってきたと思います。これをもっと汎用的に活用する情報ツールとして利用するた

めには、今回のテーマである化学物質のデータもデータベースに入れていかないといけな

いのではないかと考えます。また、消費者も使っていくことになると、コストの情報も必

要になります。そのような総合的に情報を開示できるようなインフラをしっかりつくって

いく必要があります。もちろん難しいところもあると思いますが、公的な、例えば行政が

うまく動くことで、これをさらに進めていくことも可能ではないかと思っております。 

影響評価については、今、議論している所でございまして、なかなか方向性というのは

見えない状況です。少なくとも被害評価と統合化については、まだまだ議論の余地が残っ

ております。この部分について、LCA の研究者の間での議論だけではなく、使う人たち、

もしくはそのような情報を見る人たちの声をしっかりと聞けるような場をつくる。それが

重要なのではないかと思います。そうすることでより情報媒体としてわかりやすいものに

なっていくのではないかと期待しております。 
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（原科） 計画のスパンについて、40 年、50 年とおっしゃいましたが、通常、日本ではそ

のような長期の計画は作りません。せいぜい 20 年ぐらいだと思います。40 年、50 年の根

拠は何かあるのですか。 

 

（伊坪） 特段根拠はありません。例えば長期のシミュレーション、ワールドスリーは 100

年程度を見ています。LCA がこのようなツールと並んで活用できるのか、といった可能性

を見出したいという期待でございます。そう考えた時に、100 年とは難しいのですが、せ

めて 50 年程度を考えることができる、少なくともシナリオ分析として幾つかのシナリオに

対して予測した結果が出せるものが出来ないか。理想的には、例えば IPCC（注、

Intergovernmental Panel on Climate Change；気候変動に関する政府間パネル）報告書に

示されるようなシナリオ分析結果を LCA の情報をベースにした形で出すことができるか検

討したいと思っております。 

 

（原科） 40 年、50 年の予測モデルが作れれば、20 年ぐらいまではかなり信頼性が高い

と言えるかと思います。しかし、方法論の手法開発の話と実際の計画とでは少し違うので

はないかと思います。 

 

（上野） 一言だけよろしいでしょうか。40 年、50 年というのは、結構重要なポイントで

す。今から 40 年前、フロンは、人畜無害でこんなに安定な化学物質はないといわれていま

した。今でも人畜無害で安定なことは間違いないのです。しかし、それがオゾン層を破壊

していることがわかったのです。それは、そんなに昔の話ではありません。このようなこ

とから、化学物質の評価というのは、短期的に見るとやはり危ないと思います。そういう

意味で、今、伊坪先生がおっしゃった 40 年、50 年というのは、結構大事だと思います。 

 

（原科）   計画の話よりむしろリスクの観点からいうと、そこまではチェックしたいとい

うことですね。わかりました。 

 

（北野） そろそろ予定の時間になりました。今日は、LCA、特に化学物質の LCA を中心に

お話をしてきました。単なる CO2 の排出だけでは置き換えられない、非常に難しいもので



 58

あるというのが皆さんの共通の考えだったと思います。また、LCA データの信頼性、公表

の仕方、さらに、それをどう利用していくのか、いろいろな面から議論いただきました。

化学物質の LCA について現状をよく理解でき、大変参考になったと思います。 

今日は 3人の先生方、どうもありがとうございました。 

それでは、事務局のほうにお返しします。 

 

（青木） 本日は大変ありがとうございました。これにて終了させていただきますが、本

日の会議等についての御意見、御感想につきましては、アンケート用紙に御記載の上、入

り口の質問受付箱にお入れいただければと思います。 

また、メンバーの方におかれましては、この後、ビューロー会合を 6階の 604 会議室に

て開催いたしますので、移動のほどよろしくお願い申し上げます。 

本日はどうもありがとうございました。 



第２０回化学物質と環境円卓会議 アンケート整理結果 

 
傍聴者総数  75人 
回答数    37人（50%） 
 
Ｑ１．化学物質と環境円卓会議への出席は何回目でしょうか。 

17回以上 … 2人 
10～13回 … 4人 
８回      … 1人 
６回      … 1人 
５～６回  … 1人 
５回以上  … 1人 
５回      … 2人 
３回      … 1人 
２回      … 2人 
１回      … 22人 
 

Ｑ２．本日の化学物質と環境円卓会議の開催を知ったきっかけは何でしょうか。

（複数回答あり） 
環境省ホームページ  … 11件 
環境省メールマガジン … 13件 
所属団体内の連絡   … 10件 
その他        …  6件（うち事務局からの連絡 1件） 
 

Ｑ３．本日の化学物質と環境円卓会議における個別の講演やその後の意見交換

を聞いた御感想をお聞かせください。 
（円卓会議全般的評価） 

・ 幅広い議論でよかったと思う。 

・ 有益だった。同様意見、ほか 8件 

・ 立場による様々な見解を聞けて有意義であった。同様意見、ほか１件 

・ LCAをとりあげたのは、化学物質との接点を求める点で大変よいと思う。 

・ 今までの円卓会議の中で、本日での議論が一番よかった。本日のテーマ内容を再度時間

を十分かけて意見交換することが重要と思う。 

・ LCA に議論が集中してしまった。化学物質との関係について、意見交換をもっときき

たかった 



・ 有用な説明であり、他へも紹介したい。ホームページ上に pdfで掲載して欲しい。 

・ 講師の話は、分りやすく、LCAの理解に役立った。同様意見、ほか 8件 

・ 発表の時間が少なかったのは残念 

・ 消費者側のメンバーが少なかったことが残念 

 
（円卓会議の改善点） 

・ 議論の結果がどこに反映されるのか。それがないのはもったいない。 

 
（LCA について） 

・ 社内で LCA 導入検討が進められているが、初めに何に使用するのかを明確にする必要

性を強く感じた。 

・ LCAの結果の使い方の難しさを感じた。同様意見、ほか 2件 

・ 目的を明確にしてほしい。健康影響については、毒性評価がほとんどない状況で、LCA

がいかにも良いようにみせるのはまずいのではないか？ 

・ 中・長期の視野、計画が非常に大切であることと同時に非常に困難であることがわかっ

た。 

・ LCA は環境リスクの評価手法として有効であると思う。今後、データベースの整理・

拡充を是非進めるべきである。又、統合化はトレードオフの関係にある環境問題を整理

する上ですぐれた手法であり、重み付けの過程の改善、不確実性分析等の改善をのぞみ

たい。 

・ 国の施策として LCA が入ったのがよい。しかし、どのように展開するかが、まだ不明

確なため、明らかにするとよい。 

・ LCA の必要性、LCA での解釈の重要性が理解できた。結果の解釈は難しいので、啓発

が必要と感じた。同様意見、ほか 2件 

・ 日本はまだネガティブ情報を評価できる状態ではない、という言葉に同感。 

・ 市民が LCAにどのようにかかわっていくかが、良くわからなかった。 

 
（その他） 

・ これまで理解していた内容と大筋が同じで、自分の理解の有効性を確認できた。 

 
Ｑ４．今後の化学物質と環境円卓会議に期待することがあれば御記入ください。 
（今後取り上げるべき議題） 

・ 現場レベルでのリスコミは何故進まないのか？ 

・ 法規制、特に海外、REACH規制などへの対応。同様意見、ほか１件 

・ 化審法や化管法にも話が広がってもよいと考えました 



・ EuPの日本版についての議論 

・ 本日のお話をもう少しほりさげて欲しい 

・ リスクマネジメント 

・ 海外についての情報を 

・ 間違い科学と化学物質問題 

 
（開催頻度について） 

・ 年に 3回ぐらい開催希望 
・ 年に 1回～2回だとしたら、もう少し回数を増やしてほしい。 
・ 年 6回以上、2ヶ月に 1回程度。 
 
（会議の開催の日時について） 

・ 遠方からの出席のため、午後の会議にしてほしい。 

・ 開催時期が 3月でよかった。 
・ 月の中旬頃だと参加者が出席しやすい。 
 
（開催場所について） 

・ 関東以外の他地域でも開催すべき。 

・ 参加者（傍聴者）が十分入る会場での開催を。 

・ 開催場所も大変すばらしい。 

 
（メンバー構成について） 

・ 市民代表は、市民代表でなく個人となっている。そうであるなら、固定せずに、複数回

毎に交代した人の考え、意見を聞きたい。 

・ 出席者（委員）が多すぎるのではないか（あるいは、各自の立場からの意見発言を必ず

行わせる） 

 
（会議の進行について） 

・ 現在の進め方でよい。同様意見、ほか 1件 

・ 円卓参加者外からの意見、質問時間が欲しい。同様意見、ほか 1件 

・ 問題の大きさの割に発表･討論時間が少ない 

・ 後半のディスカッションは、フリーでもいいのですが、何か具体的なテーマを決めた方

がいいかもしれないと思いました。 

・ 識者の方々の御意見も重要ですが、あらかじめ又は事後に一般から Web 等を通じて意

見を求め、それを会議に反映してはどうか 



 
（その他） 

・ 今後の方向性は？ そろそろ会議として何らかの結論があるといい。 

・ 独善的な主張やメディア等のステレオタイプの主張ではなく、科学的な意見公表の場と

して極めて有効と思う。 

・ リスクコミュニメーションの場として評価できます 

・ NGO の意見が反映できる点でもっと続けてほしい。化学工業界の態度がかなり変わっ

たと思う。遅れているのは行政では？ 

・ 時の話題を取りあげていただき、有用である。 

・ 議論の内容（LCA）に興味があったので、とてもすばらしい円卓会議であった。 

・ また、参加傍聴してみたい。この話題を国民に伝えたい 

・ 全体的には良い 

 
Ｑ５．化学物質のリスクコミュニケーションについて、行政に望むことがあれ

ば御記入ください。 
（リスクコミュニケーションに関する行政の全般的な姿勢について） 

・ 市民への広報活動を活発にしてほしい。同様意見、ほか 2件 

・ 市民が気軽に参加できるリスクコミュニケーションの場の設定のサポート。 

・ 市民参加の具体的な方策。 

・ 市民に対するリスクの理解の増進策。同様意見、ほか 1件 

・ 市民の意識を変えていくこと。 

・ 必要な部分は企業まかせにせず、法で対応してほしい。 

・ 大枠での法規制とあわせ、企業・業界での実施や対応についてのチェック、および、そ

の結果の公表について、もう一歩進められる体制を進められたい。行政の厳しい対応も

必要。 

・ パブリックコメントの充実化 

・ 消費者は代表のレベルでないことを前提にリスクコミュニケーションを考えて欲しい。

・ 行政だけが決めるのは無理、市民を多く入れてきめてほしい。産業界の中には毒性を無

視する場合がある。 

 
（リスクコミュニケーションのあり方について） 

・ 日本の化学企業のリスクコミュニケーションは、町内会対象。一方、米国化学工業協会

の CAP は市民社会中心で、これにより、化学物質のイメージ改善を求めている。頻度

も 1ヶ月に 1回もある。行政はこの点にも注目して欲しい。 

・ 行政間の統合されたコミュニケーション 

 



（情報提供のあり方、提供すべき情報について） 

・ 行政の役割はすべての情報開示を企業に求め、企業秘密を排除させることだ。 

・ 企業からの説明には必ずプラス面、マイナス面を出させる（前提条件も明確に） 

・ 今日の会議のように、わかり易い「言葉」で行ってほしい 

 
（人材育成について） 

・ 化学物質アドバイザー制度の充実 

 
（その他） 

・ 環境負荷情報のデータベース構築 

・ 環境ラベル（エコリーフ）の普及 

・ 第 3 次環境基本計画における化学物質対策について、その課題等、また、LCA の理解

と、リスクコミュニケーションについて、お聞きしたい。 

・ 原料～生産 ～流通～使用～廃棄のフローで語り合える成熟した社会をガイドラインで

示してほしい。 

・ リスクそのものの概念が共通の認識になっていない発言が散見される。 

・ (1) 「資源・エネルギー利活用と環境負荷増大」の論点で、世界とローカル性を（時代

ギャップを）含めた提言はないのか。 

(2) 「廃棄物管理」で「公」と「私」の分担や役割も考えてトレーニングする必要が

ある。 

 


